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Radioactive Waste Management and Nuclear Facility De com mis sion ing 
Technology Center （RANDEC） has contributed to the establishment of 
decommissioning technology, and pro mot ed the investigation on radwaste 
treatment and disposal business in clud ing site selection of disposal places 
for radwaste from nuclear fuel facilities, research reactors etc..

The capability and service of RANDEC are ;

to implement decommissioning research, development 
and investigation.

to provide technical information on de com mis sion ing.

to train for decommissioning.

to investigate radwaste treatment and disposal busi ness 
in clud ing site selection of disposal place for radwaste 
from nuclear fuel facilities, research reactors etc..

to inform and enlighten the public about de com mis sion-
 ing and radwaste treatment and disposal busi ness.

������は�原子力施設のデコミッショニング
�廃止措置�技術の確立をめざした活動及び研究施設等
廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に関する調査
等を行っています�

事業の内容

デコミッショニングに関する試験研究�調査を行います�

デコミッショニングに関する技術�情報を提供します�

デコミッショニングに関する人材を養成します�

研究施設等廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に
関する調査等を行います�

デコミッショニング及び研究施設等廃棄物の処分地の
立地等処理処分事業に関する普及啓発活動をします�
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大切なプロセス － 廃止措置とその安全規制

　福島原子力発電所の事故はきわめて厳しい過酷なものであり、今なお多くの方々が避難生活でご苦労さ
れている。一日も早い除染とご帰宅を願わずにはいられない。私は、この事故を正面から受けとめてな
お、将来にわたるエネルギーの安定供給と当面の日本再生の牽引的役割として原子力発電に替わるものは
ないと思う。安全確保をしっかりしたものとし、リスクを管理しつつ原子力エネルギーの恩恵を受けられ
るよう最大限の力を尽くしたい。
　これから、著しく損傷した福島第一原子力発電所の原子炉の処理をしなければならない。また、より安全な
原子力発電のために旧式の原子炉を最新の原子炉に置き換えることになるかもしれない。運転を停止した原
子炉の管理と廃止措置、そのプロセスにおける安全確保は必須である。放射性廃棄物の処理・処分ならびに廃
止措置は重要な技術である。海外の原子力新興国からのニーズも高く、日本の技術に対する期待は大きい。
　生産活動には、“ゴミ”の発生が伴う。その管理・始末をしなければならない。誰でも“ゴミ”は嫌で
ある。その問題から目を背けたい。だからこそ責任ある組織がその技術開発と事業を遂行しなければなら
ない。そして、その事業が安全かつ着実に、そして効率的になされるには、安全規制の果たす役割はきわ
めて大切である。
　原子力安全規制の目的は、公衆の健康と安全を十分に守り、環境を保護することである。そこで有害な
放射性物質の生活環境への放出を防ぐために必要な施策がとられる。安全規制はどのようにあるべきなの
か、原子力の利用に伴う安全性についての規制機関である米国原子力規制委員会は自らの使命を達成する
にあたり、良い規制の５原則　を示している。それは、独立性（Independence）、公開性（Openness）、効
率性（Efficiency）、明瞭性（Clarity）、信頼感（Reliability）である。
　安全規制は、高い倫理感と専門性のみに拠るべきであるが、決して規制が孤立するようであってはなら
ない（独立性）。公共サービスである安全規制は公開のもとで行われ、関係者の自由なコミュニケーション
が維持されなければならない（公開性）。規制活動は納税者に支えられているので、現実的な規制がなさ
れ、リスク低減効果と整合させつつ投入資源を最小化する必要がある（効率性）。規制は首尾一貫して論理
的で実際的であること、機関の目標や目的と整合することが求められる（明瞭性）。研究と運転経験につい
ての最新知見に基づくこと、規制判断を安易に不当に覆すことのないこと、文書化した手順により迅速、
公平かつ断固たる態度で運営されること、これにより原子力利用の実施と計画が安定的になされるべきで
ある（信頼感）。良い規制の条件をまとめれば、最新で適切な知見に基づく首尾一貫してぶれない判断によ
り、原子力の利用が安定になされるよう効率的かつ現実的な規制であることである。そして関係者で良質
のコミュニケーションがなされることが大切である。
　これからの時代は、放射性廃棄物の処理・処分や廃止措置が定常的に行われるであろう。設計段階、運
転段階、廃止措置段階の原子炉が共存するであろうとき、これらの事業を円滑に進めるために、安全規制
の原則を共有しておく必要がある。廃止措置や廃棄物の処理事業は邪魔なゴミを捨てる行為ではなく、長
きにわたり私たちの豊かな生活の実現に貢献してくれた技術の最終手続きである。その意義と目的を関係
者が理解し、見失わないようにしたい。さもなければ、“ゴミは嫌”が繰り返されるのではないか。福島
事故の処理も安全にかつ安定的に実施されることを切に望むものである。

教授　山口　　彰
大阪大学大学院　工学研究科



１．はじめに

　独立行政法人日本原子力研究開発機構は、平成
２０年２月１２日に新型転換炉ふげん発電所の新型転
換炉原型炉施設に係る廃止措置計画の認可を受け
た。

　これに伴い、新型転換炉ふげん発電所を原子炉
廃止措置研究開発センター（以下「ふげん」とい
う。）に改組し、施設の解体撤去作業に着手すると
ともに、自らの廃止措置に必要な技術開発を進め
ている。
　「ふげん」では、廃止措置期間中に発生する解体
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＊：独立行政法人日本原子力研究開発機構　敦賀本部原子炉廃止措置研究開発センター
　　（��������	
���
��������������������	�
���
��
��
������
����
���������）

　平成２２年度に独立行政法人日本原子力研究開発機構原子炉廃止措置研究開発センターに設置したウエッ
トブラスト除染装置（以下、「除染装置」という。）の除染性能を確認し、より最適な除染条件の設定に資
することを目的として、クリアランス制度の適用を予定している施設、設備の配管から採取した試験片を
使用した除染試験を実施した。
　試験の結果、配管内表面の汚染を比較的短時間（炭素鋼約３秒、ステンレス鋼約１５秒）で除染係数１００以
上で錆と共に容易に除去でき、クリアランスレベル以下まで除染できる性能を有していることを確認した。
　また、除染条件として、装置の基本仕様条件である噴射圧力０．４���、投射距離１００��が適切であること
がわかった。
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クリアランスのためのウエットブラスト除染性能確認試験

Performance Verification Test on Wet-Blast Type
Decontamination for the Clearance

Nobuyuki HAMADA
＊, Junji WATANABE

＊, Norikazu HIGASHIURA
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撤去物等を再利用できるよう、クリアランス制度
を適用していく計画であり、制度運用に必要とな
る諸準備を進めている。１）～３）

　クリアランス制度の適用にあたっては、クリア
ランスのための測定の前処理として、解体撤去物
等の除染や機器表面の塗装、錆の除去を必要に応
じて実施する予定である。
　このため、除染装置の導入にあたり、各種の除
染方式について比較検討した結果、除染に伴って
発生する粉塵を抑制しながら相応の除染性能を有
し、かつ施設の大幅な改造を伴わずに液体廃棄物
等の二次廃棄物の処理が可能な「ウエットブラス
ト方式」による除染装置を選定し、導入した。
　この除染装置は、クリアランス制度の適用に向
けた準備や運用の初期段階において、各種のデー
タを取得するために試験的に導入したものであ
り、解体撤去物等の一時保管、除染、クリアラン
スモニタによる測定等の物流を考慮して、現在、
解体撤去作業を進めているタービン建屋地下１階
の給水加熱器を撤去した跡地に設置した。
　その後、クリアランス制度を適用する予定の解
体撤去物に対する除染性能及び最適な除染条件等

を確認するために、「ふげん」の施設、設備から採
取した試験片を用いた性能確認試験を行い、各種
のデータを取得するとともに、二次廃棄物の処理
を含めて適用性を確認した。４）

　以下では、これらの試験結果について述べる。

２．除染装置の構成と操作の概要

　除染装置の構成をFig.1に、主要仕様をTable 1
に、装置の全体写真をFig.2に示す。
　除染装置は、除染ブース、ブラスト材回収器、
排水処理装置、排気装置、空気圧縮機から構成さ
れている。
　除染対象物（５０��×５０��以内）は、除染装置
の専用架台に載せてグローブボックス型の除染
ブース内に搬入される。ここで除染作業員がブラ
ストガンを手動で操作し、除染対象物にスラリー
状のブラスト材を投射して除染を行う。除染の進
捗状況は、作業員が除染ブースに設けられた窓か
ら除染対象物の表面状態を目視により確認するこ
とにより行う。
　除染に使用するブラスト材は、破砕しにくく、

Journal of the RANDEC � ４５（Mar. ２０１２）

― ３ ―

Ｐ
ＭＰ

Ｍ
Ｐ
Ｍ

Ｐ

対象物受入
（入口）

洗　浄
（水　洗）

除　染
（ブラスト投射）

水　切
（エアブロー）

除染ブース（テーブル）

対象物取出
（出口）

除染ブース
排水処理装置

空気圧縮機

空気
圧縮機

レシーバ
タンク

排水

スラッジ

ろ過
フィルタ

給水（純水）

テーブル／レール

ブラストポンプ

ﾌﾞﾗｽﾄ材
濃度計

グローブ

ブラストタンク

サイクロン
セパレータ

Ｍ

ブラスト材回収器

戻り スラッジ

水切ガン水洗ガン

ブラストガン

対象物

手動除染フロー

Ｆ
Ｍ

排気装置

排気

排気ファン

フィルタ

各機器より

貯留タンク

Fig.1  Composition of the decontamination device



研削力が大きい高硬度のステンレスグリッドを使
用しており、ブラスト材濃度は最適な研削力が得
られる濃度である１０～１５����％となるようにして
いる。
　投射後のブラスト材は除染ブース内のブラスト
タンクに集められ、ポンプにより再度ブラストガ
ンから投射される。このうち、ブラスト材の一部
はサイクロンセパレータに導かれ、ここで再使用
可能なものとそうでないものとに分離され、再使
用できないブラスト材はブラスト材回収器で回収
される。また、汚染物等のスラッジについても同
様に分離、回収される。
　ブラストタンク内に流入した廃液の一部は、排
水処理装置に導かれ、フィルタにてろ過した後、
「ふげん」の液体廃棄物処理系において処理され
る。
　排気装置は、除染作業中の除染ブース及びブラ
スト材回収器内を負圧に維持するために設置して
おり、排気は既設のタービン建屋換気系へ排出さ
れる。
　空気圧縮機は、既設の圧縮空気設備への負担を
無くするために設置しており、ブラスト材の投射
に用いる圧縮空気を供給する。

　除染対象物の除染が終了した後は、純水を用い
た水洗用のガンで除染対象物表面の水洗を行う。
水洗終了後、圧縮空気を用いた水切り用のガンで
除染対象物に付着している純水の水切り（エアブ
ロー）を行う。
　エアブロー後、除染対象物を手動で除染ブース
の外に移動し除染作業が終了する。

３．除染性能確認試験

３．１　試験の内容
　本試験では、クリアランスのための除染装置の
本格運用に先立ち、装置の性能や適用性を確認す
るために、装置が所定の研削力を有していること
を確認する試験並びに主要なクリアランス対象金
属である炭素鋼及びステンレス鋼に対して最適な
除染条件を把握するための除染性能確認試験とし
た。
　また、試験に併せて、除染作業後の装置の線量
当量率の変化、除染後のブラスト材を繰り返し使
用する場合の再汚染の有無を確認した。
　除染性能確認試験に用いた試験片は、「ふげん」
の施設内で採取した汚染の検出されていない試験
片と汚染のある試験片である。
　試験片の種類をTable 2に、試験片の写真を
Fig.3に示す。

３．２　試験結果
�）　除染装置の研削力の確認
　除染装置の研削力の確認は、実機のタービン系
設備に用いられていた汚染の検出されていない炭
素鋼材（５０×５０��以下、平板、半割配管等）を用
いて、Table 3に示すブラスト材の基本投射条件
下においてFig.4に示すブラスト材により除染対
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仕　　　様項　　目

５０cm×５０cm以内対象物寸法

７０kg以下対象物重量

炭素鋼、ステンレス鋼対象材質

約 ４×４×２．６（H）m装置概略寸法

～０．５トン/日処理量

丸ノズル（Φ11mm）ブラストガン

高硬度ステンレスグリッドブラスト材

Table 1  Specification of the decontamination device

Fig.2  Aspect of the decontamination device

放射能濃度
（Bq/g）

材質
（サイズ）

採取箇所試験片

無
炭素鋼

（５０×５０cm以下）
給水配管（半割）
給水加熱器（胴等）

タービン系
設備

汚染のない
試験片

０．４～５
炭素鋼

（約２０cm２）

主蒸気管
湿分分離器ドレン管
復水器構造物

タービン系
設備汚染のある

試験片
５～７０

ステンレス鋼
（約２０cm２）

炉浄化系配管
原子炉冷却系
設備

Table 2  Specimen used in the test



象物内面の錆及び外面の塗装が除去され、梨地の
地肌となることを目視で確認することにより行った。
　ブラスト処理前後の配管表面の外観観察結果を
Fig.5に示す。
　試験の結果、配管外表面に施されていた錆止め
塗装（赤褐色）は、ブラスト材の投射により容易
に除去することができ、数秒程度の短時間で梨地
となった。また、試験片の内面には赤褐色または
黒色の錆があったが、外面（塗装面）と同様に除
去され梨地となった。
　これらのことから、除染装置は除染対象物表面
に比較的強固に付着した物質に対しても相応の研
削力を有することを確認した。
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Fig.3  Specimen used in the test

汚染の検出されていない試験片
５０×５０cm以下（半割配管）

汚染のある試験片
約５×５cm（約２０cm２）

条　　件項　目

約０．４MPa噴射圧力

約１００mm投射距離

約９０度投射角度

高硬度ステンレスグリッド材　質

ブラスト材 ５０～２００ μ m粒子径

１０～１５vol ％（水に対する）濃　度

ブラストノズル投射面積Φ約２cm、
とブラストガン操作速度を約５cm/秒
として、試験片の片面を直線上に３回
投射（一辺×３回）することにより、
約５×５cmの試験片を１回処理する時
間として３秒を設定

処理単位
※汚染のある試験片
（約５×５cm）

Table 3  Basic condition for wet blasting

Fig.4  Blast material（High hardness stainless steel grain)

炭素鋼 半割配管（第３給水加熱器出口給水管）

外 面 内 面

処
理
前

錆止塗装の状態 赤錆が発生している状態

処
理
後

錆止塗装が除去され梨地となる 赤錆が除去され梨地となる

Fig.5  Outer surface of specimens before/after the blasting



�）除染性能の確認
　除染装置の除染性能の確認は、実機のタービン
系設備及び原子炉冷却系設備に用いられていた汚
染のある炭素鋼及びステンレス鋼（汚染面積約
２０��２）を用い、前記のブラスト材基本投射条件の
もとで１回あたりの処理時間を約３秒として、処
理毎に試験片の放射能濃度を測定し、検出限界値
になるまでの放射能濃度の変化及び除染係数
（��）を確認することにより行った。
①炭素鋼の除染性能
　炭素鋼に対する除染性能確認試験の結果を
Fig.6に、試験前後の試験片の処理面の比較を
Fig.7に示す。
　試験に用いたいずれの試験片も、処理時間３秒
（１回目）でクリアランスレベル以下となり、１２秒
程度で検出限界値（約１０－３����）以下となった。

　クリアランスレベル以下とするための所要時間
は、単位汚染面積あたりで約０．４���２、単位重量
あたりでは約４���であった。
　なお、炭素鋼の場合は、除染後に時間と共に対
象物の表面に錆が発生するため、エアガンによる
水分の除去が必要であるが、完全乾燥した場合と
水切りのみとした場合とでは錆の発生状況に大差
はなかった。このことから、作業管理上は水切り
（水滴が垂れない）程度でも十分に効果的であるこ
とがわかった。
②ステンレス鋼の除染性能
　ステンレス鋼に対する除染性能確認試験の結果
をFig.8に、試験前後の試験片の処理面の比較を
Fig.9に、また、炭素鋼とステンレス鋼の除染係数
（��）の比較結果をFig.10に示す。
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　試験に用いたいずれの試験片も、処理時間１５秒
程度でクリアランスレベル以下となった。なお、
検出限界値（��）以下にはならなかったものの、
約６０秒までには検出限界値付近（約１０－３����）に
まで除染できた。
　ステンレス鋼の場合の処理速度は、単位汚染面
積あたりの処理速度は約１～２���２、単位重量あ
たりでは約１５～３０���であった。また、除染係数
は炭素鋼ならびにステンレス鋼ともに��１００以上
であった。

�）除染条件の違いが除染性能に及ぼす影響の
確認

　除染条件の違いが除染性能に及ぼす影響を確認
するため、除染性能の確認に用いたものと同じ試
験片を用い、ブラスト材の噴射圧力と対象物まで

の投射距離を変更し、処理時間約３秒毎に試験片
の放射能濃度を測定して、検出限界値になるまで
の変化及び除染係数（��）を確認した。これらの
試験結果をFig.11に示す。
①噴射圧力の違い
　クリアランスレベル以下に達するまでの時間
は、基本投射条件である噴射圧力０．４���では５
回目の１５秒に対し、噴射圧力０．３��では１０回目
の３０秒であった。また、噴射圧力を０．４���か
ら０．３���に低下させた場合、除染性能としては
１�２程度低くなった。一方、噴射圧力を０．５���
まで増加させた場合でも、基本投射条件である
０．４���との除染性能の差はほとんど無かった。
②投射距離の違い
　基本投射条件である投射距離１００��に対し、同
距離を５０及び２００��に変更した場合でも、除染性
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Fig.9  Surface specimens before and after decontamination（stainless steel)
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Fig.10  Relation between treatment time and DF



能及びクリアランスレベル以下に達するまでの処
理時間はほぼ同じであり、除染性能に顕著な差は
見られなかった。

�）除染装置の線量当量率等の確認
　除染作業中の装置の汚染状況や線量当量率変化
を確認するため、除染ブース、ブラスト材回収器
等の線量当量率の上昇が予想される箇所につい
て、除染試験前と試験後の線量をγ線用線量当量
率サーベイメータにより、また、表面密度につい
て汚染サーベイメータを用いて、測定した。装置
主要部における線量当量率の測定結果をTable 4
に示す。
　汚染のある試験片（汚染面積２０��２：放射能量０．４
～７０����）を除染（総放射能量：約７０���）した
後のブラスト材回収器（正面側）の線量当量率は
約０．１３μ����、排水処理装置については約０．０９～
０．１６μ����となった。また、除染ブースについ

ては、線量当量率の上昇はほとんど認められな
かった。

�）試験片の再汚染の確認
　本除染装置では、ブラスト材と水を再利用する
計画であることから、汚染のある試験片を除染し
た後に汚染の検出されていない試験片にこれらを
投射し、試験片の表面密度を測定することによ
り、再汚染の状況を確認した。
　除染性能確認試験に用いたブラスト水（スラ
リー）中の放射能濃度が約１０－２�����であるブラ
スト材を、汚染の検出されていない試験片（炭素
鋼、ステンレス鋼）に対して投射した結果、いず
れの試験片についても再汚染は検出されなかった。
　しかしながら、本試験で扱った放射能量は比較
的小さいため、長期の除染作業によりスラリーの
放射能濃度が高くなった場合には、ブラスト材の
再使用による除染対象物の再汚染につながる可能
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Fig.11  Dependence on the pressure and distance for blasting

（単位：μSv/h）（１）除染ブース

出口架台面入口架台面グローブ部（正面）ブラストタンク下部部　位

０．０７０．０７０．０７０．０９表面線量当量率

（２）ブラスト回収器

回収器背面回収器正面部　位

０．０９０．１３表面線量当量率

（３）排水処理装置・排気装置

排気フィルタ正面ダーティタンク側面下部脱水袋上面ろ過フィルタ正面部　位

０．０８０．１０　０．１６０．０９表面線量当量率

※NaIシンチレーション式サーベイメータによる測定

Table 4  Specification of the decontamination device



性がある。
　このため、今後の除染装置の運用においても定
期的にスラリーの放射能濃度を確認するととも
に、スラリーの放射能濃度が約１０－２�����を超え
た際の再汚染の有無を確認し、ブラスト材の入れ
替えを判断する基準を定める等の運用管理方法の
検討に反映していく。

４．まとめ

　「ふげん」の廃止措置に伴って発生する解体撤去
物等にクリアランス制度を適用し再利用していく
ために、ウェットブラスト除染方式の装置を選定
し、その性能や適用性を試験によって確認した。
　この結果、除染装置は、除染対象物内面の錆や
外面の塗装を容易に除去でき、さらに表面が梨地
となる研削能力を有していることを確認した。ま
た、除染性能は、炭素鋼に比べて除染に時間を要
するステンレス鋼の場合であっても１０数秒程度で
処理を完了でき、所定の性能を有していることを

確認した。
　今後は、本装置の使用実績を蓄積、評価し、除
染作業の運用管理や今後の装置の大型化、自動化
の検討に反映していく計画である。

参考文献
１）林�他、“ふげんのクリアランスに係る測定方
法及び評価－（１）汚染状況の調査結果による適
用性検討”、�２３、日本原子力学会２０１１秋の大会

２）水井�他、“ふげんのクリアランスに係る測定
方法及び評価－（２）評価対象核種選定のための
推定放射能量等の検討”、�２４、日本原子力学会
２０１１秋の大会
３）川越�他、“ふげんのクリアランスに係る測定
方法及び評価－（３）クリアランスモニタの性能
評価”、�２５、日本原子力学会２０１１秋の大会

４）浜田�他、“ふげんのクリアランスに係る測定
方法及び評価－（４）手動式除染装置の除染性能
試験”、�２６、日本原子力学会２０１１秋の大会
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１．はじめに

　若狭湾エネルギー研究センターでは、原子力発
電所、再処理工場、加速器施設及びそれらの関連

施設において放射性同位元素に汚染された装置部
品などを効率的に徹底して除染するために、現在
新しい原理に基づくレーザー除染機の開発研究を
行っている。最初の部分のここで、レーザー装置
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＊：（財）若狭湾エネルギー研究センター（��������	����
��
��
����	��������
���）

　原子力発電所、再処理工場、加速器施設及びそれらの関連施設の放射性同位元素で汚染されたステンレ
ス鋼製の要素部品及び主要構成要素をほとんど温度上昇なしに瞬間的に蒸発昇華させる新しい動作原理に
基づくレーザー除染機を開発した。このレーザー除染機は、ステンレス鋼製の部品、装置、主要要素の表
面や内層の孔食や応力腐食割れの中にある放射性同位元素を含む錆や水垢をきれいに取り除くために正確
に表面にエネルギー面密度�����２の光の焦点を結ばせ、照射する。この除染装置は高速で３次元の表面
地図を計測し、３次元の光高速走査スキャナーと距離計とレーザー装置を用いて、この測定された３次元
地図に従って、３次元的に不規則な表面を上手に�ぎ取ように全く新規に設計開発された。放射性同位元
素を用いない試験では、このレーザー除染機は、アルミ缶や多段の板の表面を極めて精密に極めて一様に
極めて迅速に�ぎ取ることができた。新しい小型レーザー除染装置の試作機を開発した。
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原子力発電所やその他の関連施設のための新しいレーザー除染装置の開発

A New Laser Cleaner Development for Decontamination of the 
Nuclear Power Plants and Other Related Facilities

Eisuke J. MINEHARA
＊
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の目的と、どこまで放射性同位元素の汚染濃度を
低くするかと、どのようなものが除染を行う対象
物となるかを紹介する。
　レーザー除染機とは、レーザーを用いて放射性
同位元素（��）に汚染された原子炉、再処理工場、
加速器などの部品や装置や構造物をきれいにする
（除染する）装置である。��の濃度或いは��から
の放射線の濃度は、クリアランスレベル（通常、
単位時間単位質量あたりの崩壊数、単位はベクレ
ル���）という濃度の数値が決められていて、この
値以下では、実質的に汚染されていないと考えて
差し支えないことになっている。除染はどの方法
も、��汚染物をきれいに除去してこの値以下にす
ることが目的である。
　この��は、原子炉、再処理施設、加速器、��取
扱施設等で中性子などの放射線が強く、これによ
り核反応が起こっている場所で、主に生成され
る。原子炉等の多くの場合、��が生成される場所
から離れた場所が原子炉の１次冷却水の循環に
よって移送され、��生成場所と同様に汚染され
る。��が作られる場所、例えば核燃料集合体周辺
などでは、そこにある部品や装置や構造物はその
内部奥深くまで��が生成され、表面あるいは表面
に近い内部ばかりではなく、部品や装置や構造物
全体が��を持つようになる。これをこれらの部
品や装置や構造物が放射化したと言い、全体を溶
かして同位体分離でもしない限り、��を完全に除
去できない。このような全体に��が生成分布し
た、つまり放射化したものはレーザー除染機も含
めて除染の対象ではない。放射化物が除染の対象
でないということは、表面および表面に近い内面
に付着した��を完全に除去してもさらに内部に
生成した��濃度がクリアランスレベル以上であ
れば、表面から表面に近い内面をいくらきれいに
除去してもクリアランスレベル以上の��が内部
に残っているので、クリアランスレベルの��濃度
以下に除染することできない。これは除染の対象
ではなく、除染は、放射化物でなく、表面から表
面に近い内面が外から運ばれてきた��で汚れた
部品や装置や構造物などが対象となる。従って
レーザー除染機も含めて、除染の対象は��汚染物
である。放射化物は除染対象でなく、通常は除染
をしても効果がない或いは効果が少ない。

２．除染に必要な能力

　原子炉では、通常��６０が主要な汚染の��でこ
れが原子炉の冷却水１次系などに高温水に溶けて
原子炉圧力容器内の��生成場所から離れた場所
まで広がって、黒錆赤錆など鉄の錆と一緒になっ
て沈着している。表面からこの鉄錆に取り込まれ
た��６０が内面の応力腐食割れの亀裂や孔食内部
まで侵入して取り難くなっている１－５）。この平均
の亀裂や孔食深さは、汚染が進んだ古いもので大
体３０μ�といわれている６）。ステンレス鋼応力腐
食割れ試験（������０５７８ステンレス鋼の塩化第二
鉄腐食試験方法）を行うと、通常１��２あたり微小
な亀裂の個数は１０万個以上見つけることができ
る。この亀裂の中に侵入した��６０は、表面から
奥深くに入っているので取れにくい。機械的にサ
ンダーやディスクグラインダーで削り取るにして
も応力腐食割れの亀裂平均深さ３０μ�より深く、
例えば４０μ�以上場合によっては１００μ�以上深
く削り取る必要がある。
　原子炉材料は高温水にさらされるために、基本
的に錆の発生を抑えるためにステンレス鋼などの
防錆鋼を使用している。弱いレーザー光を当てて
もステンレス鋼の表面にある薄い錆もその下の母材の
金属光沢のあるステンレス鋼に反射して表面を削
ることができない。強く集光してエネルギー面密
度を非常に高くして、光沢のあるステンレス鋼でも蒸
散�昇華するようにして亀裂中の��も母材ごと除去
できるようにする必要がある。��生成、放射化
物、��汚染物について簡単にTable 1にまとめた。

３．既存の除染方法

　既に広く原子炉や再処理工場などの原子炉関
連施設で使用されている既存の除染方法１－６）を
Table 2にまとめた。今まで使用されてきた除染
方法は、機械除染、化学除染、電解研磨除染、超
音波除染、水ジェット除染、湿式及び乾式ブラス
ト除染などがある。機械除染は、ブラシ、サン
ダー、グラインダーなどで汚染された表面を削り
取る方法である。化学除染は、原子炉の定期点検
の時に行われる系統除染のように酸化剤・還元剤
を用いて表面から内面を腐食して溶液中に溶かし
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込んで除染する方法である。電解研磨除染は電解
溶液に浸して電蝕させて溶液中の汚染物表面から
内面を腐食させ、��を溶液中に取り込んで除染す
る方法である。超音波除染は作業環境や条件で大
きく効果が異なるが、超音波で表面の汚染物を剥
離し、除染する方法である。水ジェット除染は高
圧の水ジェットで表面を剥離して除染する方法で
ある。ブラスト除染は、硬い粒子を高圧で投射し
て表面を剥離する。同時に水など溶液を用いるも
のを湿式乾いた環境で行うものを乾式と呼んでい

る。あまり高い効果が出ない水ジェットは強力な
除去能力がないこともあって再汚染や２次汚染は
ほとんどない。他の方法は、高い除染能力を持っ
ているが、再汚染や２次汚染が避けられず、また
大量の２次廃棄物を生成する。
　これら以外にレーザー除染があるが、今までほ
とんど使用されてこなかった。レーザー除染研究
開発者と原子炉運転特に除染を担当している保守
関連の人たちとの意見交換は十分でなかったよう
で、汚染が表面だけで無く、かなりの程度の深さ
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施設、装置、生成場所.どこでどのように生成されるか項目
原子炉、核燃料、再処理工場加
速器、RI取扱施設

原子炉の内部で、或いは加速器施設などで中性
子や他の放射線の放射線束が大変高いところで
RIは生成される

RIの生成

核燃料、核燃料集合体、加速器
標的、加速器ビームライン

高い濃度でRIを物体の内部に含むもの、中性子
やその他の放射線束が高い場所で生成される。

放射化物

原子炉の１次２次冷却水系、冷
却水が漏洩した場所、核事故が
発生して汚染物をまき散らした
場所。加速器などが生成したRI
が他の物体に付着、或いは侵入
し、汚染したもの。

RIと鉄酸化物が核燃料集合体の周辺で高温水に
溶けて、原子炉１次冷却水系を回遊し、移動して
原子炉部品やその他の構成要素に沈着して汚染
する。内部を含む全体が放射化した放射化物と
は異なる。RIが他の物体に付着、或いは侵入し、
汚染したもの。

RI汚染物

Table 1  Radioisotope production, Radio-activated products and RI-contaminated materials.

デメリットメリット除染方法
大量の除染液の処理・処分に手間がかか
る。
スポット的な除染に不適。

除染効果大。
除染液が接液していれば複雑形状でも効果有。

化学除染

大規模な装置となる。
液体廃棄物が発生する。

焼く付きや擦り込まれた汚染に対しても除染効果
が大。

電解研磨除染

強く固着した汚染に不適。
複雑形状のものには効果が低。
騒音大。

複雑形状、狭隘部、ピンホールに対しても効果有。
遠隔操作に適用可。

超音波除染

強く固着した汚染に不適。
複雑形状のものには効果が低。
騒音大。

二次廃棄物少。
スポット的な除染に適用可。

水ジェット
除染

廃液処理が必要。
ブラスト材が二次廃棄物となる。

除染効果大。
スポット的な除染に適用可。

湿式ブラスト
除染

ダストによる作業環境悪。
ブラスト材が大量の二次廃棄物となる。

除染効果大。
スポット的な除染に適用可。

乾式ブラスト
除染

古いレーザー除染機は除染効果小。
新しいものは除染効果大。
複雑形状のものに不適。
新しい除染機は３次元スキャナーと
ファイバーで対応可能

除染効果大。
深浅対応、二次廃棄物の発生量が少。
遠隔操作も可能。
スポット除染に適用可。
大面積も可能

新型レーザー
法 

Table 2  Decontamination Methods, and their Figures of Merit and Demerit.



の内面まで及んでいることは今までのレーザー除
染機の開発に生かされてこなかった。このため外
国でも国内でも炭素鋼などの表面に着いた汚れを
母材を傷付けないように表面ゴミや塗装を�ぎ取
る程度のレーザー強度の�スイッチ���レー
ザーを用いた除染機が開発されたが、ステンレス
鋼の亀裂内部の��汚染物を除去できるような母
材まで削り取る能力のあるものは開発されなかっ
た７、８）。これは美術品の汚れを除去し、塗装薄膜
や金型の油汚れを取るレーザークリーナーと同様
のもので原子炉冷却水１次系の除染方法として
は、非力で利用できない性能の製品であった。そ
こでこれを解決するために新しい除去方法を採用
し、レーザー光を集光してエネルギー面密度を桁
違いに高くして表面のみならず内面まで除去でき
るようなものを開発した。これらの除染方法の特
徴を表の最下段にまとめた。新しいレーザー除染
は次の章で説明する。

４．新しいレーザー除染

　今までのレーザー法は、パルスレーザーを平行
か弱集光して��汚染物の比較的大きな面積に照
射してレーザー光の吸収の大きな汚染物や表面の
異物を蒸発させていた。これに対して新しいレー
ザー除染は、①極めて小さな面積にCWレーザー

を集光する。これによって表面が金属光沢のステ
ンレス鋼表面であっても簡単に蒸散�昇華でき
る。しかしながらスキャン速度が低速では熱が集
中して非熱的に剥離できず、切断されたり溶けた
りするので、②高速でスキャンする必要がある。
また③表面近傍に常に焦点を保持して、高いエネ
ルギー密度を保持するためには、予め表面を剥離
する表面の３次元地図を製作し、それにしたがっ
て焦点を合せる必要がある。また実時間３次元距
離計測を行ってこの計測データに従って常に焦点
を表面に合わせることでも表面近傍にレーザー焦
点を保持することが可能である。
　Fig.1は新しいレーザー除去方法の説明である。
特に高エネルギー密度のレーザー光がステンレス
鋼の表面と亀裂内部に分布する��汚染物を周り
の母材もろとも蒸散昇華する様子を模式的に示し
ている。
　次のFig.2はこの新しいレーザー除染方法を実
現する具体的機構と動作を説明したものである。
レーザー光は安価な��レーザー装置で発生させ
る。��軸のガルバノスキャナーで、高速走査を
行い、３次元距離計で、焦点を合せる表面までの
距離を計測する。レーザーヘッドからの光を石英
光ファイバーで伝送する。�軸の焦点距離は、ボ
イスコイルで駆動される可動レンズで、表面に焦
点を常に保持する様に調節する。�軸制御装置
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Fig.1  Performance of the new laser decontamination device.



は、３次元地図或いは実時間距離計測値にした
がって焦点を高速で制御する。レーザー剥離され
る物体の表面は、通常不規則な面を持つ��で汚染
された物体である。このような新しいレーザー除
染装置は、物体表面の微小点に強く収束したレー
ザー光を安価な��レーザー本体から得て、ほぼ
非熱的な、瞬間的な蒸散�昇華を��で汚染された
物体の表面で実現するために高速の２次元走査と
�軸の焦点調整を行っている。
　Fig.3は、この新しい除染機の最初の試作機の
写真である。この試作機は、Fig.4以下の模擬的
なレーザー除染試験で用いたブレッドボード上の
レーザー�ぎ取り試験用の装置をホット試験が可
能なように筐体に入れ、保護窓を持ったコーン状
のレーザー照射部を追加して、ガスの噴出とデフ
リを含むガスを吸引して集塵できるものである。
これでホット試験可能な試作機が実際の原子炉配
管などの実汚染物を用いる実用化試験に利用でき
ることになった。
　Fig.4は、この駆動機構を用いたレーザー除染
機とその動作をステップ毎に説明している。実験
では通常、最大出力３００�と２��の��ファイ
バーレーザーのどちらかを使用した。スポット径
は２０ミクロン程度で表面の段差や傾斜など実施条
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Fig.2  A New Laser Decontamination Device and Operational Design.  Here, the device uses the tightly focused laser light 
from the cheap CW laser system, and realizes the instant evaporation in the RI-contaminated material with a quasi-
non thermal process and almost no temperature rise.

Fig.3  A Prototype of the New Laser Cleaner for the 
Nuclear Decontamination.

Fig.4  Explanation for the function and performance of the 
new laser decontamination device and its service.



件によって変動する。ここでの除染サンプルはス
テンレス鋼３１６�、３０４�、４３０、および黒染めされ
た炭素鋼を使用した。ステンレス鋼３種では除染
量（剥離量）に大きな変化はなかった。走査速度
は��軸が１０�毎秒から�軸が５�毎秒、２５０�出
力に調節したファイバーレーザーを使用して、剥
離深さが約４０μ�で剥離面積が約０．２�２毎時、剥
離深さが約２μ�で剥離面積が約４�２毎時であ
る。最初に①高速で３次元表面マップを計測する
が、これを用いても、あるいはリアルタイムで計
測を続けて、それにしたがって、②表面剥離用
レーザーの焦点を高速３次元スキャンして表面剥
離を行っても同等の結果が得られる。これによっ
て③表面および内部の瞬間蒸散・昇華が起こる。
湿式サンドブラストと比較して３倍程度の１グラ
ム毎分の剥離が実測され、１０倍程度の装置出力の
増加と数倍のエネルギー密度の増大でこの１００倍
程度に相当する３０グラム毎分程度の剥離量が得ら
れた。④この蒸散�昇華デフリは噴出ガスと水封
集塵機で吸引される。⑤蒸散�昇華した粉塵は、
比較的粒径が大きく、ガスと共に吸引されて、水
槽底部に導びかれ、水中の金網に捕集されるよう
に設計した水封集塵機に捕集され、回収される。
　Fig.5は、１０��以下の段差１段に対して行った
試験で、炭素鋼の板上側と下側双方ともに同様の
深さに削れていることを確認できた。現在市販さ
れているレーザー塗装剥離機或いはこれと同等な
性能のレーザー除染機は、長焦点或いは平行光で
パルスレーザーを用いており、ステンレスでは材
料内部の保護のために母材に損傷を与えない様
に、また剥離できない様に百�����２から�����２

程度にエネルギー密度を低くしてある。新しい
レーザー除染機は、これより３桁エネルギー密度
が高く、安価な��レーザーを用いて３次元高速
焦点調整し、焦点域内で強く剥離を行う設計であ
る。もともと手で支えて使用するハンディ型レー
ザー除染機を考えていたので、それほど安定でな
い両手保持や先端に小車輪の付いた簡易ガイド枠
による支持を模擬したものでもレーザー除染機の
駆動範囲内であれば安定した剥離ができた。
　Fig.6は、同じレーザーを２５０�に調整して、剥
離重量計測のしやすい２次元のスキャナーを用い
て行った。このサンプルは金属光沢のある平たい

ステンレス鋼で１�毎分の除去量で１０�毎秒の高
速でレーザーを走査して剥離している様子であ
る。３次元スキャナーでも同じ条件で同じ除去量
が得られている。Fig.7は、Fig.6と同じレーザー
を用いて、はるかに低い出力で行ったコーヒー缶
の表面剥離のセットアップの様子で、表面の赤い
線は距離計の高速スキャンされているレーザー光
の残像である。Fig.8は、剥離後の表面の様子で、
右側と左側の不一様性は端部と中心のレーザース
ポットの照射面積の差から来ており、焦点のずれ
ではない。距離計測データから焦点は概略表面に
一致している。Fig.9は、２０��弱の３段階の段差
を１走査で移動して各段で焦点をその表面に合わ
せてレーザー剥離を行った例である。レーザーが
届かない角度のついた垂直面はレーザー光が届か
ないので削れてないが、光が届く範囲は垂直面で
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Fig.5  Automatic Surface Peeling of the 2 Carbon Steel 
plates being fixed like steps.  The upper and 
lower plates were simultaneously peeled off 
equally. Height difference between two plates is 
fixed around several mm. 

Fig.6  Laser Peeling Tests for a Flat and Shiny Stain-
less Steel Plate.



も削れている。完全に不規則な凸凹の表面はまだ
行っていないが、コーヒー缶表面の剥離のムラで
わかるように斜面でのエネルギー密度の差による
ムラは避けられないが、焦点は合っているので別
の対策を考えて行う予定である。
　Fig.10は、ロボットアームとレーザー除染機の
各々の３次元駆動範囲を図示している。レーザー
除染機の３次元位置精度は約５０μ�で、比較的高
いので３次元駆動範囲はそれに対応して比較的小
さい。除染したい対象物は通常数十��立方から
１�立方程度と比較的大きい。この範囲以上をカ
バーするためにロボットアームにレーザー除染機
を載せることによって１０��ｘ１０��ｘ２��程度の
レーザー除染機の除染範囲を２�ｘ２�ｘ１�程
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Fig.7  Laser Surface Peeling of a Coffee Can.

Fig.8  Expanded View after the Laser Peeling, as Focused just 
on the Surface of the Can. As the Laser Spot Area in 
the Left side of the peeled is larger than the Right one, 
the removed layer thickness of the left side is smaller 
than the thickness of the right side.

Fig.9  Automatic Surface Peeling of the 3 Stepped 
Carbon-Steel Block.

Fig.10  A new laser decontamination device combined with a movable robot.



度に拡張して試験できた。またFig.11はその具体
的な例である。
　Fig.12は、レーザー除染機をロボットに載せ
て、自立的に移動して遠隔まで移動して除染して
��を含む塵埃を水封金網集塵機で吸引するとこ
ろまで模式的に説明したものである。この図全体
はまだ完成してないがレーザー除染機とロボット
アームの部分と水封金網吸塵機までは、製作し、
試験を開始している。

５．まとめ

　原子炉冷却水１次系のステンレス鋼などに典型
的に見られる応力腐食割れ亀裂や孔食に侵入して
いる��汚染物を完全に除去するために、今までの
レーザー除染機とは異なり、表面のみでなく表面
から表面に近い内面まで研削し、除去可能なよう
に、焦点のエネルギー面密度を３桁程度あげた
レーザー除染機を開発した。更に、この対象物の
表面が広く深く溶けて、再汚染が起こらない様に
１０�毎秒以上の高速で表面を２次元走査して準非
熱的に蒸散・昇華が起こるように機能を追加した。
又、このレーザー除染機を対象物の形状によら
ず、また手振れのある手動でも固定でも自在に使
いこなすために、自動で焦点距離を３次元で計測
して不規則な表面を持つ対象物であっても、レー
ザー光が届かないところでなければ、常に焦点を
表面に保持して表面を高速高効率で剥離して、除
染できる機能を追加した。この結果、不安定な手
や強度不足の支持台で大きな振動があってもレー
ザー除染機の駆動範囲内であれば安定した剥離能
力が確保できて、大きな除染能力を得ることがで
きた。
　今後、原子炉等の実汚染物を用いてこの新しい
レーザー除染機の除染試験を行い、より実用的な
ものを開発したい。図中にある走行装置は検討中
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Fig.12  The function and performance of the new laser decontamination device.

Fig.11  A robot arm and a laser decontamination device 
fixed on the base.



で、ロボットアームは、現在試験開始した状態だ
がロボットアームでこのレーザー除染機の作業容
積は１００��ｘ１００��ｘ２０��の各辺２０倍以上を確
保できる。更に慣性航法や���計測などで自立
自走が可能な走行装置にロボットアームとレー
ザー除染機１式と水封吸塵機などを積載すれば広
範な汚染場所を自律的に除染する事が可能となる
と考えている。
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１．はじめに

　表面汚染測定は原子力・放射線施設の運転管理、
放射線管理分野のみならず、施設のデコミショニ
ング及び放射性廃棄物の処理処分において重要な
役割を担っている。さらに表面汚染測定は、放射
線管理区域から物品の搬出時やクリアランス測定
時及び輸送容器での輸送時等、一般社会との接点

でのチェック測定という重要な意味合いも持って
いる。
　表面汚染測定は、放射線の取り扱いの初期より
実施されており測定技術及び安全規制においても
最も基本的項目となっている。最近では、廃棄物
の処理処分のプロセスの中で、施設解体に伴い大
量に発生が予定される放射性廃棄物の減量化を目
指した除染効果の判定基準やクリアランスレベル
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　表面汚染測定は原子力・放射線施設の放射線管理の基本的な放射線測定技術であり、広く適用されてい
る。浮遊性の表面汚染は、空気汚染を引き起こし、人の内部被ばくの原因となりうるので、重要な放射線
管理の測定項目である。さらに今後増大するであろう施設解体に伴う廃棄物管理とりわけ、デコミショニ
ングにおける除染効果確認、管理区域からの物品搬出、クリアランス判定等、表面汚染測定は重要な位置
づけを有している。
本報告では表面汚染密度の規制値の根拠となっている論文の概要、原子力施設のデコミショニングにおけ
る表面汚染測定の位置づけ、クリアランスレベルと表面汚染密度との関係、表面汚染測定技術の現状につ
いて概説する。
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デコミッショニングにおける表面汚染密度測定

Surface Contamination Technology in Decommissioning
of Nuclear Fuel Cycle

Hideharu ISHIGURO
＊

石黒　秀治＊



の判定基準さらには処分時の廃棄体仕様としての
表面汚染密度等その適用範囲は広範囲に渡ってい
る。
　本報では、現行の表面汚染の安全規制基準の根
拠、デコミショニングにおける表面汚染測定の位
置づけ、表面汚染を用いたクリアランスの判定方
法及び測定技術の現状について報告する。

２．現行の表面密度限度の基準設定の根拠

　表面汚染密度限度の基準設定の歴史は古く��
　�������研究所の�������が１９６２年に�������
��������	
���に発表した論文（�������	�
���
����
�������	
�������
�	
�	����
�������������������	
��

�������	���
����）が最初といわれている。
　ほぼ同じ時期に、同じ��の����������	が
����の安全文書（���������	
����
��　“���������
�������	
���
��	��	�����������”）の中で技術添付
資料として（��������	
���
�����
�������������
���������	���
���
��

���	������
������������	

���������	
����	��
�
���������）を公表している。
以下にその論文の概要を記述する。

２．１　Dunster論文１）

　再浮遊係数（����������	�
��
�	�）�（��－１）
を空気中放射能濃度�（ �）と表面汚染密度�
�（ �）との比と定義すると再浮遊係数（������
��������	
���
）�（��－１）は次式で表される。

�（��－１）＝�

　すなわち再浮遊係数�を用いて表面汚染密度は
次式で与えられる。

�（ �）＝�

　したがって、適当な再浮遊係数�（��－１）が与
えられれば、ある特定核種に対する最大許容表面
汚染密度はその核種の空気中の最大許容濃度
（����）より誘導できる。
　�������は、再浮遊係数の算出条件として
①換気がない。
②汚染は全て遊離性の汚染（���������	
���
	���）
と考える。
③汚染面は十分広く、かつ汚染は均一に分布して

μＣｉ
cm３

μＣｉ
cm２

 C（ �） 
S（ �）

μＣｉ
cm３

μＣｉ
cm２

μＣｉ
cm２

 C（ �） 
K（cm－１）

μＣｉ
cm３

いるものと想定し、具体的値として再浮遊係数
�（��－１）について、
再浮遊係数�（��－１）＝２×１０－８（��－１）

を採用した。また最大許容空気中濃度（����）
の具体的値として国際放射線防護委員会������
������（１９５８）の値を採用した。
　α核種として��－２３９�����＝２×１０－１２（μ�����３）
　β核種として��－２１０�����＝３×１０－１１（μ�����３）
　この最大許容空気中濃度に対応するα核種、β
核種についての表面汚染密度を�α、�βとすると

�α＝� ＝２×１０－１２（μ�����３）�２×１０－８（��－１）

　　＝１×１０－４μ�����２（＝４�����２）

�β＝� ＝３×１０－１１（μ�����３）�２×１０－８（��－１）

　　＝１．５×１０－３μ�����２（＝４０�����２）
　当時放射線防護の基本的考え方として放射線業
務従事者と一般公衆の規制について、一般公衆の
線量は従事者の１０分の１とする考え方を採用して
おり表面汚染密度についても管理区域の規制値の
１０分の１とした。したがって管理区域からの搬出
基準及び公衆と接触する可能性のある輸送物表面
の表面汚染密度について。下記と値とした。
　α核種に対して１×１０－５μ�����２（＝０．４�����２）
　β核種に対して１×１０－４μ�����２（＝４�����２）

２．２　A.Fairbairn論文２）

　「輸送容器及び車両の放射性表面汚染の最大許
容レベルの導出」
（１）放射性物質輸送容器に関する表面汚染の最大
許容レベルを定義する場合、考慮を要するのは
次の２要素である。
（�）表面からの汚染の飛散
（�）手の照射及び摂取につながる手への汚染
の付着

　表面汚染の最大許容レベルを定義する前に、ま
ず、（�）及び（�）に基づく表面汚染レベルを導
出する必要がある。測定により輸送容器表面の放
射線レベルを輸送規則に規定されたレベル以下に
することで包絡されることから、汚染された表面
からの一般的な外部放射線の問題は、本筋では重
要事項とは考えない。
　本節の目的は、現在英国原子力局で用いられて

 C（ �）
K（cm－１）

μＣｉ
cm３

 C（ �）
K（cm－１）

μＣｉ
cm３
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いるような輸送容器に関する表面汚染の最大許容
レベルの導出について概説することにある。　
（２）最大許容レベルの導出
①全ての放射性核種について、最大許容レベルを
導出するのは現実的でなく、以下の導出におい
てはよく用いられるもっとも危険性の高い放射
性核種に基づいて評価を行う：
（�）α放出核種としてプルトニウムとラジウム
（�）β放出核種としてストロンチウム９０　　
関連するであろうが、表面のばらつきは考
慮しない。

②表面からの汚染の飛散
　汚染された表面が取扱い、擦れ合い、または風
によってかく乱されれば、必ず汚染のいくらかは
空中に飛散し、結果として吸入されるであろう。
それにより生じる空気の汚染レベルは、汚染が持
ち去られる速度と、その近傍における空気流量の
両方に依存する。汚染された表面の放射能量とか
く乱を受けた表面のすぐ近傍の空気中放射能量の
関係を見積もるために、�����によっていくつ
かの実験が行われた。非常に埃っぽい雰囲気を模
擬するように設定された閉鎖空間において、１平
方メートル当たり１単位の放射能は、空気１立方
メートル当たり４×１０－５単位の上昇をもたらし
た。解放雰囲気で行われた類似の実験では、埃っ
ぽい雰囲気の閉鎖空間における値に比べてレベル
は１�２０程度に減少した。非常に埃っぽい雰囲気
に基づくものであり、輸送容器表面の汚染レベル
が低い場合に適用した場合には十分に安全係数を
有することが明らかであることから、最初の値を
用いることを提案する。
③空気中汚染の最大許容レベル
　５０年間にわたって週４０時間、年間５０週の職業被
ばくに関する空気中汚染の最大許容レベルは、よ
く知られている中で最も危険性の高いα及びβ放
射核種に関する����（１９５８年）勧告によれば、
次のとおりである：
（�）��－２３９（α放射核種）について、

２×１０－１２μ�����（２×１０－６μ�����３）
（�）��－９０（β放射核種）について

３×１０－１０μ�����（３×１０－４μ�����３）
　輸送作業者の被ばくは大抵の場合間欠的である
ことから、上記の職業上の値を用いることを提案

する。ここで、上記の値を表面からの汚染の飛散
による空気に適用すると、表面汚染のレベルは、
（�）α放射能について

２×１０－６�４×１０－５＝０．５×１０－１μ����２

＝５×１０－６μ�����２

（�）β放射能について
　　３×１０－４�４×１０－５＝０．７５×１０μ����２

　　＝７．５×１０－４μ�����２

④手への汚染の移転
　手の汚染に関する英国健康保険病院の実行規範
の勧告値は、α及びβ放出核種についてそれぞ
れ１０－５μ�����２及び１０－４μ�����２であり、主に
皮膚の基層への照射のリスクに基づいた値であっ
て、体への吸入に基づいて導出される値より厳し
いものとされている。放射線化学研究所及び他の
類似の職業分野において、手に関する最大許容レ
ベルの１０倍まで汚染されても不活性表面とするの
に十分とみられている。管理区域よりも汚染の発
生率は十分に低いので、この係数は他の分野にも
適用できると考えられる。よって、上記に基づく
表面汚染の最大許容レベルは
（�）α放射核種について１０－４μ�����２

（�）β放射核種について１０－３μ�����２

⑤輸送容器に関する最大許容汚染レベル
　より毒性の強いα放射核種については、表面か
ら飛散する汚染吸入に基づき、規制レベルは５×
１０－６μ�����２とする。これは、皮膚の照射に基づ
き導出されたレベルである１０－４μ�����２より厳
しい。算出において保守的な仮定をしていること
から、この値を１０－５μ�����２に丸めることを提案
する。
したがって：αについて１０－５μ�����２。
β核種については、皮膚の基層への照射に基づく
レベル１０－３μ�����２は、汚染の飛散に基づくレベ
ル７．５×１０－４μ�����２よりわずかに大きい。しか
し、手のβ照射に関する値に熟慮された安全係数
が含まれていないこと、及びこれらの計算の精度
は桁の程度であってより詳細な数字を正当化する
ものでないことから１０－４μ�����２という値を用
いることを提案する。
したがって：βについて１０－４μ�����２。
（３）結論
　αのレベルはプルトニウム、ラジウム等の最も
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危険性の高い放射性核種に基づいており、低毒性
の放出核種についてこのレベルを１０倍緩和するこ
とは合理的と考えられる。よって、次の表面汚染
の最大許容レベルが得られる。
（�）プルトニウム、ラジウム、アクチニウム、

ポロニウムについて
１０－５μ�����２（＝０．４�����２）

（�）他のα放出核種について
１０－４μ�����２（＝４�����２）

（�）他のすべてのβ放出核種について
１０－４μ�����２（＝４�����２）

　実用上の目的から、上記のレベルは３００��２の面
積（平均的な手の全面積）について、平均した場
合に許容されると考えられる。
　Table 1に�������論文と���������論文の要約
を示す。�������論文及び���������論文とも基本
的には同様の手法を採用しており両者の間には使
用するパラメーターや注目核種に若干の違いはあ
るものの、同じ結論となっている。

　
３．デコミショニングにおける表面汚染測定の
位置づけ

　
　原子炉を含む核燃料サイクル施設のデコミショ
ニング及び施設解体に伴う解体廃棄物の処理・処
分の過程で物の表面汚染測定は適時実施される。
また必要に応じて放射性物質の除染も実施される。
　以下、施設の停止以降の流れに沿ってデコミ
ショニング及び施設解体に伴う解体廃棄物に関係
する工程のなかでの表面汚染測定の意味合いにつ
いて、その概要を記述する。
（１）設備内系統除染
　施設の停止に伴い廃止措置の最初のステップは
装置の設置状態での系統除染より開始されるが、
これも系内部の表面汚染除去を施し、空間線量率
の低減を目的に実施される。除染効果は機器内面
の表面付着の放射性物質の除去であり、その効果
は汚染密度単位ではなく、機器表面線量率で判断
することになる。系統除染は化学的除染が一般的
であり、原子炉の廃止措置の具体的スタートとし

デコミッショニング技報　第４５号（２０１２年３月）

― ２２ ―

Fairbairn論文Dunster論文
The Derivation of Maximum　Permissible Level 
Radioactive Surface Contamination of Transport 
and Vehicles

Surface contamination 
measurements of an index of con-
trol radioactive materials

論文タイトル

表面からの汚染の飛散
手の照射及び摂取につながる手への汚染の付着

表面からの汚染の飛散被ばくルート

４×１０－５ Ci/m３/Ci/m２（UK実験値）２×１０－８　cm－１再浮遊係数
α：Pu－２３９
β：Sr－９０

α：Pu－２３９
β：Pb－２１０着目核種

Pu－２３９：MPCa＝２×１０－１２ μCi/cm３

Sr－９０　：MPCa＝３×１０－１２ μCi/cm３
α：MPCa：２×１０－１２Ci/cm３

β：MPCa：３×１０－１１Ci/cm３
MPCa
（ICRP Pub．２ １９５８）

Pu－２３９（α） ５×１０－６ μCi/cm２

Sr－９０（β）　 ７．５×１０－４ μCi/cm２
Sα＝１×１０－４μCi/cm２

Sβ＝１．５×１０－３μCi/cm２
MPCaに対応する表
面汚染密度

英国健康保険病院の実行規範勧告値
α放出核種：１０－５μCi/cm２→
 ��� （保守性により１桁緩和） １０－４μCi/cm２

β放出核種：１０－４μCi/cm２→
 ��� （保守性により１桁緩和） １０－３μCi/cm２

手への汚染の移転

Pu，Ra，Ac，Po：１０－５μCi/cm２＝（０．４Bq/cm２）
他のα：１０－４μCi/cm２＝（４Bq/cm２）
β：１０－４μCi/cm２＝（４Bq/cm２）

管理区域の１０分の１
α１×１０－５μCi/cm２＝（０．４Bq/cm２）
β１×１０－４μCi/cm２＝（４Bq/cm２）

搬出基準及び輸送
容器表面基準

Table 1  Summary of the Basic Reports on Criteria of Surface Contamination



ての系統除染として、還元反応を利用した���－
�����法、����法、������法などがあり、ま
た酸化還元反応を利用した����法、���法な
どが実際に適用されている。
（２）施設解体後の機器除染
　施設解体後の機器設備の除染技術は、廃棄物の
低減化及びクリアランスされた有用廃棄物のリサ
イクル利用の観点で重要技術といえる。その中で
具体的技術として物理的、化学的及び電気化学的
の様々な技術が実用化されておりまた研究開発さ
れている。
　いずれも機器設備の表面に付着した放射性物
質、すなわち表面汚染の低減化を目的とした技術
であるが、２次廃棄物の低減化も除染方法を選択
する際の重要な要因である。機器除染により、残
存放射能がクリアランスレベル以下となれば、ス
クラップ材として再利用が可能となり、クリアラ
ンスレベルまで除染できなくとも、その後の工程
において廃棄物の処理・処分に大きな影響を与え
ることになる。
（３）管理区域からの物の搬出
　機器設備の解体物の管理区域からの搬出につい
ては搬出対象物品に表面汚染の値が法令に定める
表面密度限度以下であることを確認する放射線測
定が必須である。
　放射線管理区域からの物品の搬出においては、
施設運転時に必要な工具などの小型機材や、ドラ
ム缶づめされた放射性廃棄物などの運転廃棄物の
ほか、解体廃棄物として解体撤去された設備機器
など比較的大型の廃棄物などがある。これらの管
理区域からの搬出に当たり、測定対象物の形状に
応じて簡便なサーベイメータや、専用の搬出モニ
タなどで、表面汚染状況がチェックされる。
（４）管理区域からの退出
　上記の（３）管理区域からの物の搬出と同様に、管
理区域から退出しようとする人、主に放射線業務
従事者の衣服表面、手足、頭部などの表面汚染状
況が管理区域出入り口でチェックされる。これも
施設の規模、対象人数により簡単なサーベイメー
タによる方法から、複数人数が同時測定可能な大
型設備の退出管理用ゲートモニタによる方法等、
施設の規模や対象人数により適切な機器が選択さ
れる。いずれも、短時間の測定で法令に定める基

準値がクリヤされるよう管理されている。
（５）クリアランス対象物の放射能測定
　クリアランスの判定基準は、適当な容量単位に
対して放射性物質濃度（����）として規定されて
いる。表面汚染密度が直接規準として規定されて
いるわけではないが、放射化放射能などが存在せ
ず、表面汚染のみが存在している例えばウラン廃
棄物などは、表面汚染測定結果をもって、クリア
ランスの可否の判定をするのが、可能である場合
もある。
　クリアランス可否判定の前提として、物品搬出
基準がクリヤされなければならない。特にウラン
廃棄物のようにα放出核種を含む汚染物ではほと
んどが物品の表面に付着する汚染物であり物品の
搬出基準とクリアランスレベルの両者をクリヤす
る必要がある。
（６）埋設処分対象は廃棄体の表面汚染測定
　低レベル放射性廃棄物の埋設処分において、埋
設処分される廃棄体の表面汚染密度測定が法令に
基づき実施される。

　
４．表面汚染測定を用いたクリアランスの判断
方法

　
４．１　クリアランス測定と表面汚染測定
　クリアランス制度の国内法令導入に伴い原子炉
等規制法の放射能濃度確認規則第６条第３号のク
リアランスレベルの判定の際の放射能濃度の決定
に際しての規則の規定を受けて、規制行政庁であ
る経済産業省原子力安全・保安院の内規（平成１８
年１月制定）として、　表面汚染測定に基づく放射
能濃度の決定方法について具体的に以下のように
規定している。
　「対象物の汚染が表面汚染のみの場合には、放
射能濃度確認規則第６条第３号にいう放射能濃度
を決定する場合の適切な方法としては、対象物の
放射能量（測定により求められる当該対象物の表
面汚染密度に当該評価単位ごとの汚染面の表面積
を乗じて得られる放射能量をいう。）を当該対象物
の重量で除することによって放射能濃度を決定す
る方法も認められる。
　ただし、建屋コンクリートのように部材が厚い
場合には、決定される放射能濃度が過小評価にな
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らないように、適切な厚さ（５��程度）に応じた
当該対象物の重量をもとに放射能濃度が決定され
ていることを確認すること。」
　すなわち要約すると
・放射能濃度＝表面汚染密度×汚染面の表面積÷

対象物重量
　の方法も可
・建屋コンクリートのように部材が厚い場合に
は、放射能濃度が過小評価にならない適切な厚
さ（５��程度）で対象物重量を評価すること。

・放射能濃度と対象物との厚さとの関係式
　放射能濃度（����）

　＝�

　＝�

４．２　ウランのクリアランスレベルと表面汚染密
度の関係

　クリアランスレベルは放射能濃度（����）で規
定されており、いわゆる表面汚染密度（�����２）単
位の表現とは異なる。ウランに係わるクリアラン
ス測定対象物は、対象物の表面に付着したウラン
の表面汚染が主体であり測定対象物が比較的単純
な形状の場合には簡便なα専用サーベイメータで
測定し、得られた表面汚染密度から放射能濃度に
換算し、クリアランスレベル（����）単位と比較
することになる。

 ��������������������表面汚染密度（Bq/cm２）× 汚染面の表面積（cm２）
対象物の重量（g）

 ��������������������表面汚染密度（Bq/cm２）
対象物の厚さ（cm）× 対象物の密度（g/cm３）

　�－２３４、�－２３５、�－２３８を含むウランのクリアラ
ンスレベル以下であることの判断基準値として、
以下の条件を満足することが求められる。

　��Σ�≦１　
Dj：ウラン核種 jの平均放射能濃度
Cj：ウラン核種 jの基準濃度
n  ：ウラン核種の評価核種の数
　そこでウランのクリアランスレベルを１����
とし、表面汚染密度の搬出基準を０．４�����２とし
た場合の両者の関係を検討した。
　表面汚染密度（�����２）及び放射能濃度（����）
の基本算出式を示す。
表面汚染密度（�����２）

　＝�

放射能濃度（����）

　＝�

　Table 2に、放射能濃度が１����の測定対象物
の表面汚染密度の試算例として、対象物のサイ
ズ、厚さ、材料、汚染面積を変化させた時の表面
汚染密度を示す。また逆にTable 3に、管理区域
からの物品の基準である０．４�����２に対応する放
射能濃度（����）の同一条件での試算例を示す。
以下の条件にて試算した。
　測定対象物の材質：鉄、アルミニューム
　サイズ　：１０��×１０��、１０��×１００��

n

J=１

Dj

Cj

 �������������������� 放射能濃度（Bq/g）×比重（g/cm３）× 体積（cm３）
汚染面積（cm２）

 �������������������� 表面汚染密度（Bq/cm２）× 汚染面積（cm２）
比重（g/cm３）× 体積（cm３）
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対象物の表面汚染密度（Bq/cm２）

厚さ
（㎝）

対象物のサイズ２　（１０cm × １００cm）対象物のサイズ１（１０cm × １０cm）
材質：アルミニューム材質：鉄材質:アルミニューム材質：鉄

両面汚染
２０００cm２

片面汚染
１０００cm２

両面汚染
２０００cm２

片面汚染
１０００cm２

両面汚染
２００cm２

片面汚染
１００cm２

両面汚染
２００cm２

片面汚染
１００cm２

０．０６７０．１３５０．１９５０．３９０．０６７０．１３５０．１９０．３９０．０５
０．１３５０．２７０．３９０．７８０．１３５０．２７０．３９０．７８０．１
０．６７５１．３５１．９５３．９００．６７５１．３５１．９５３．９００．５
１．３５２．７０３．９０７．８０１．３５２．７０３．９０７．８０１．０
６．７５１３．５１９．５３９．０６．７５１３．５１９．５３９．０５．０
１３．５２７．０３９．０７８．０１３．５２７．０３９．０７８．０１０．０

Table 2  Calculation on Surface Contamination of Materials with Radioactive Density 1Bq/g

比重：鉄７．８、アルミニューム２．７



　厚さ　　：０．０５～１０��
　汚染面積：片面汚染、両面汚染
　�����より放射能能濃度と表面汚染密度との関
係において以下の傾向があることが判明した。
（１）ウランによる金属の片面汚染では、物品の搬
出基準（０．４�����２）と放射能濃度（１����）
とが同等となる測定対象物の厚さは０．０５��程
度である。

（２）放射能濃度としてクリアランスレベルをクリ
ヤできても対象物の厚さ即ち重量が重くなると
表面汚染密度の搬出基準をオーバーする傾向が
ある。この傾向は対象物の材質の比重が大きく
なるほど顕著である。

（３）対象物の表面汚染面積が広くなっても材質が
同一であり、放射能濃度が均一であれば表面汚
染面積即ち対象物のサイズによらず、表面汚染
密度は一定である。

（４）表面汚染密度の搬出基準をクリヤしても、対
象物の厚さ即ち重量が軽くなると放射能濃度が
クリアランスレベルをオーバーする傾向にあ
る。この傾向は対象物の材質の比重が軽くなる
ほど顕著である。

（５）対象物の表面汚染面積が広くなっても材質が
同一であり、表面汚染密度が均一であれば表面
汚染面積即ち対象物のサイズによらず、放射能
濃度は一定である。
　ウランによる表面汚染測定によるクリアランス
測定及び判定の実務では測定単位或いは評価単位

が重要な意味合いを持っている。表面汚染の測定
評価範囲について法規制上は明記されていないも
のの１００��２の平均値であるとの運用基準が一般的
であるのに対し、クリアランスレベルの評価単位
については、原子炉等規制法放射能濃度確認規則
第６条第２号の運用に関する経済産業省の内規
「放射能濃度の測定及び評価の認可について」では
以下のように規定されている。
　「１回の測定で取り扱うことのできる重量につ
いは測定装置の種類等により異なるものの、当分
の間、評価単位については、原則１トンを上限と
し、認可申請に当たっては、評価単位が１トン以
下であることを確認すること」。
　このように異なる概念を結びつけるに当たり、
表面汚染が主体のウランのクリアランス測定にお
いて、クリアランス対象物の評価単位をクリアラ
ンスレベルの判定において合理的にどう設定する
か、ウラン廃棄物の円滑なクリアランス制度適用
において重要である。

４．３　サーベイメータによる放射能測定
　サーベイメータの���規格「�����４５０４：２００８、
サーベイメータによる放射性表面汚染の測定方
法」によれば、���（��）シンチレーション型サー
ベイメータ測定値より表面汚染密度の算出式は以
下の式で与えられる。

As＝�
 ������N－Nb

ε i・W・εs
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対象物の放射能濃度（Bq/g）

厚さ
（㎝）

対象物のサイズ２　（１０cm × １００cm）対象物のサイズ１（１０cm × １０cm）
材質：アルミニューム材質：鉄材質:アルミニューム材質：鉄

両面汚染
２０００cm２

片面汚染
１０００cm２

両面汚染
２０００cm２

片面汚染
１０００cm２

両面汚染
２００cm２

片面汚染
１００cm２

両面汚染
２００cm２

片面汚染
１００cm２

５．２９２．９６２．０５１１．０２５５．２９２．９６２．０５１１．０２５０．０５
２．９６１．４８１１．０２５０．５１２２．９６１．４８１１．０２５０．５１２０．１
０．５９２０．２９６０．２０５０．１０２０．５９２０．２９６０．２０５０．１０２０．５
０．２９６０．１４８０．１０２０．０５１０．２９６０．１４８０．１０２０．０５１１．０
０．０５９０．０２９０．０２００．０１００．０５９０．０２９０．０２００．０１０５．０
０．０２９０．０１４０．０１００．００５０．０２９０．０１４０．０１００．００５１０．０

Table 3  Calculation on Radioactive Density of Materials with Surface Contamination 0.4Bq/cm2

比重：鉄７．８、アルミニューム２．７



　ここで
　���：表面汚染密度（�����２）　　　
　��：総計数率（���）
　���：バックグラウンド計数率（���）
　ε��：α粒子に対する機器効率
　��：放射線測定器の有効窓面積（��２）
　ε��：放射性表面汚染の線源効率
　上記式を用いて、サーベイメータによる検出限
界表面汚染密度（���）は次式より求まる

CDL＝�

　ここで
　�DL�：検出限界表面汚染密度（�����２）
　�DL�：検出限界計数率（�－１）
　上記式より通常の測定条件、環境条件での検出
限界表面汚染密度は０．０１～０．１�����２程度である。
　一方、クリアランスレベルの判定に用いる測定
対象物の放射能濃度検出限界の算出式は　以下の
式で与えられる。

�DL＝��×��

　ここで
　�DL�：検出限界（����）
　��：対象物の重量（�）密度×検出器窓面積×
　　　　厚さ）
　���：換算係数（����－１）　
　ｋ＝定数（３）
　���：��計数率
　τ１�：測定時のサーベイメータの時定数（�）
　τ２�：��測定時の時定数（�）＝τ１
　サーベイメータによる表面汚染密度の評価に当
たり重要な因子に線源効率の取り扱いがある。
���規格「����４５０４：２００８�サーベイメータに放射
性表面汚染の測定方法」では、α線に対する線源
効率を０．２５と規定しているが、これは測定対象
表面から４πに放出されるα線のうち、検出面
（２π）への放出の半分を見込んでいる。その理由
として測定対称面が校正用線源のように平滑なも
のとは限らず、錆びや塵埃などにより放出された
α線が吸収され検出面で計数されないことを考慮
したものである。
　さらに一般的なα線測定の留意事項として測定
面との距離を一定に保つこと及び測定対象面を均

 ������NDL

εi・W・εs

 ���������������� � ±  （� ）２＋４×k２×［nb×（� ×� ）］
２×M

 ��� ｋ２

２τ１
 ��� ｋ２

２τ１
 ��� １
２τ１

 ��� １
２τ２

一にサーベイし、スポット汚染を見逃さないよう
に注意深くサーベイするなどの注意が必要である。
　測定可能なウラン放射能濃度の検出下限値の具
体的値を以下試算する。
　片面がウランにより表面汚染された厚さ０．１��
の鉄平板を想定し、以下の条件を仮定し下記式に
より試算する。
ｋ＝３
τ１＝τ２＝１０
ε�：放射性表面汚染の線源効率
�＝７．８（鉄の密度）×�６１．５（検出器有効面積）

×�０．１（平板の厚さ）
��＝０．０１
��＝１�（ε��ε�）＝１�０．３６×０．２５＝１１．１１

　�DL＝１１．１１×�

　　　＝０．１０８２（����）
　すなわちウランのクリアランスレベルをクリヤ
できるレベルが測定可能である。しかし注意すべ
きはこの値は様々な仮定がなされていることに注
意する必要がある。
　平板の厚さが１��と仮定していること、平板
の片面の汚染状態が検出器の有効窓面積内で均一
分布しており、低バックグランド状態で、測定面
と検出器表面が５��と理想状態であること、
バックグランド測定時とクリアランス測定時の時
定数が１０秒と同一条件での測定であること、検出
器有効窓面積を静止状態での一回測定であること
等様々な実際の測定条件とは異なることに十分注
意する必要がある。
　しかしながら、注意深くサーベイし、評価にあ
たり、適切な安全係数を考慮すれば、サーベイ
メータによるウランのクリアランス測定は、比較
的均一汚染で平板対象物であれば、適用可能であ
ると思われる。当然、実際のクリアランスレベル
の判定に当たってはウランの核種組成が別途入手
されていることが前提である。

５．表面汚染の測定技術

　測定対象が形状的にも、材質的にも、測定時期
など、非常に多種多様、種々雑多であるために目
的に合わせた測定法が開発され、実用化されてき

 ��������������� � ±  （� ）２＋４×３２［０．０１×（� ×� ）］
２×７．８×６１．５×０．１

 ���   ３２
２×１０

 ��� ３２
２×１０

 ��� １
２×１０

 ��� １
２×１０

デコミッショニング技報　第４５号（２０１２年３月）

― ２６ ―



た。大別すれば、表面汚染測定法には汚染の形態
に合わせて、直接測定法と間接測定法に分類され
る。以下各測定法の概要を示す。
（１）スミヤ法
　表面汚染密度の測定法として広く採用されてい
る手法で、簡便かつ基本的手法である。間接測定
法として、測定対象物の表面を一定面積（通常
１００��２）をろ紙でふき取り、ろ紙上に付着した放
射能を放射線計測することにより、間接的に表面
に付着した遊離性汚染の程度を評価する方法（ス
ミヤ法）である。スミヤろ紙の例をFig.1に示す。
ろ紙試料の測定には。測定対象放射線に対応し
て、��計数管式、ガスフロー式、シンチレーショ
ン式計数管等の計測装置を用いる。Fig.2にスミ
ヤろ紙の放射能測定装置の例を示す。この方式は
人がろ紙のふき取りを行うため、局部的なスポッ
ト汚染を見落とす可能性があり、ふき取り効率が
材質により大きく変化するため、汚染密度の定量

評価にあたっては、特に注意が必要である。
　ふき取り効率については非浸透性の材料につい
ては５０％、浸透性の材料については５％、両者の
区分を設けないときは１０％が用いられている。
（２）サーベイメータ法
　直接測定法であるサーベイメータによる表面汚
染測定は、測定対象物表面を表面汚染検査用サー
ベイメータで走査しながら、表面に付着した遊離
性と固着性汚染の和が放射能量が測定対象とな
る。使用するサーベイメータは測定対象線種、測
定対象物の形状等を考慮して選択される。サーベ
イメータによる表面汚染測定にあたっては、測定
対象核種がα線を放出する場合には検出器として
���（��）シンチレータを用いたα線用���シン
チレーションサーベイメータ（Fig.3）が、β・γ
線を放出する場合には��管式サーベイメータ
（Fig.4）が広く利用されている。このほかα線用
として、空気やガスを利用した比例計数管式サー
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Fig.1  Smear Filter Paper

Fig.2  Example of Smear Measurement Device

Fig.3  αRay Scintillation Survey Meter３）

Fig.4  GM Survey Meter３）



ベイメータや、β・γ線用としてプラスチックシ
ンチレータを利用したサーベイメータ等ある。
（３）ハンドフットクロスモニタ
　ハンドフットクロスモニタは、放射線管理区域
からの人の退出時に衣服表面、手表面、作業靴底
の表面汚染の有無をチェックする目的で放射線管
理区域の出入り口に通常設置される。β・γ線用
として��計数管を用いたものが一般的である。
必要に応じて���シンチレーション式やプラス
チックシンチレータを用いたものがある。検出性
能として人の管理区域からの退出基準（α：
０．４�����２、β・γ：４�����２）をクリヤでき
ることが求められる。外観写真例をFig.5に示す。
（４）体表面モニタ
　放射線管理区域からの退出時、作業者の体表面
汚染の有無を確認し、万一汚染がある場合には除

染後退出しなければならない。原子力発電所のよ
うに、多数の作業者が出入りするようなところで
は、迅速に検査する必要からゲート機能を備えた
ゲートモニタと呼ばれる体表面モニタが設置され
ている。検出器には、体表面の広い範囲をカバー
できるように大面積プラスチックシンチレーショ
ン検出器、ガスフロー検出器が用いられている。
Fig.6及びFig.7に体表面モニタの外観写真を示
す。
（５）物品搬出モニター
　原子力発電所等大型原子力施設において、管理
区域から物品を搬出する場合、物品表面の放射性
汚染レベルが法令で規制されている。従来はサー
ベイメータにより汚染検査を行っていたが省力化
のため自動汚染検査装置として物品搬出モニタが
導入された。検出器にはプラスチックシンチレー
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Fig.５  Examples of Hand Foot Cloth Monitor３）

Fig.６  Single Type Contamination Monitor４） Fig.７  Gate Type Contamination Monitor for Workers４）



ション検出器、���（��）シンチレーション検出器、
ガスフロー検出器が使用されている。測定対象物
の形状に応じて、規模も大型、中型、小型モニタ
と多種多様の仕様のものが実用化されている。小
型物品搬出モニタの例をFig.8に、中型物品搬出
モニタの例をFig.9に示す。
（６）クリアランスモニタ５）

　クリアランス制度の環境整備が進み、原子力発
電所での廃棄物のクリアランス測定が実用化の段
階に入った。実際にクリアランスされた解体廃棄
物の再利用も今後広がるものと期待されている。
　γ放出核種が主体の原子力発電所の解体廃棄物
についてのクリアランス測定技術も、大型プラス
チックシンチレータを組み合わせたクリアランス
モニタが実用化の段階であり、応用事例も報告さ
れている。
　今後に残された問題としては、ウランなどのα

放出核種のクリアランスレベルの測定技術は今後
実用化の向けた開発が待たれる。特にウランが機
器表面に付着したウラン廃棄物のようなα線放出
核種の測定に、電離イオン方式（���）のクリア
ランスモニタが開発されている。検出器が近づけ
られない複雑形状な廃棄物の放射能が定量できる
利点がある。Fig.10に電離イオン式計測法の測定
原理図を、Fig.11に実用化された原子力発電所の
クリアランスモニタの外観写真を示す。

６．終わりに

　以上デコミッショニングを中心とした表面汚染
測定との関係について若干の考察をした。
―改めて感じるのは放射性物質の表面汚染密度及
び表面汚染測定は単純な概念であり、かつ測定
法も比較的簡便ではあるが、その適用範囲が広
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Fig.9  Medium Contamination Monitor４） Fig.11  Practical Clearance Monitor ７）

Fig.8  Small Contamination Monitor４）

Fig.10  Configration of GIC Stationary Monitor ６）



くまたその評価においても奥行の深い分野であ
る点である。
―現行の表面汚染の基準の背景となる��の����
����と���������論文の概要を紹介した。とも
に１９６０年代初期の論文であるが前提条件に若干
の違いはあるものの結論は同じである。今日ま
で約半世紀にわたり基準が基本的には変わらず
規制基準として生き続けるのは驚きであり、先
人の洞察の鋭さに驚かされる。
―ウラン汚染物のクリアランスの前提として物品
持ち出し基準（０．４�����２）とクリアランスレ
ベルとの関係について考察した。クリアランス
レベルの判定にあたり、測定単位、評価単位の
取り扱いが判定に重要な意味合いを持つことが
確認された。
―また簡便なサーベイメータを用いたクリアラン
ス測定の可能性について検討した。ウラン汚染
の���シンチレーション式サーベイメータに
よる表面汚染測定は、前提条件を踏まえれば、
クリアランス測定に適用可能であることが確認
された
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　日本国内には、原子力用途ではなく、元素としての特性の活用を目的に使用されたウランやトリウムが
各所に存在する。これらのウランやトリウムの多くは、国際規制物資としての許可を取得しており、一つ
の事業所では数１０�～数１００�程度の少量であるが、日本全体では１０００ケ所以上の相当数の事業所に分散し
て使用、及び保管されている。これら事業者には、所期の目的での使用を終了したにもかかわらず、譲渡
先がないためにウランやトリウム、並びにそれらを含む放射性廃棄物の保管を続けている場合が含まれて
おり、保管の継続が負担となり、また安全な保管に支障のでる場合も生じている。この課題に関して、東
京工業大学原子炉工学研究所に委員会を設置し、その対応策の検討を行った。その結果、これらの日本国
内に分散して保管されているウランやトリウムを集約して一時保管する新たな公的機関を設立すること、
及び国際規制物質並びに核原料物質に由来する放射性廃棄物を原子力研究開発機構が推進中の廃棄事業
（埋設処分）の対象に含めることを骨子とする政策提案を作成した。本稿においては、その概要を報告する。
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国内に分散している非原子力用途を含むウラン、トリウムの集約、
及びその放射性廃棄物処分に関する政策提言

The policy proposal about the collection of uranium and thorium, and 
the final disposal of the contaminated material with them resulted from 

a non-nuclear-energy use, which are stored in many places in Japan.

Fumiaki KAWAKAMI
＊

川上　文明＊



１．はじめに

　原子力発電や核燃料サイクルの技術向上による
安全の確保とともに、放射性廃棄物の処理・処分
は重要な課題１）として種々の検討が進められて
る。　一方、国内の各種産業やそれらの研究開発
等の中には、ウランやトリウムを直接的な原子
力、すなわち原子核変換の過程で放出されるエネ
ルギーを利用するための用途ではなく、それらの
元素としての特性を活用する�非原子力用途�も
種々存在している。
　これらの非原子力用途の例をTable 1に示す。
例えば、ウランに関しては、化学反応用の触媒、
生物由来の試料等を透過型電子顕微鏡で観察する
際に染色剤として使用される酢酸ウラニル溶液、
その他の化学研究用の種々の試薬、さらにその密
度が大きいという特性を利用した各種の錘や放射
線の遮蔽材等に使われている。また、トリウムに
関しては、それを含有する高屈折率ガラスや合金
を用いた電極等が知られている。さらにある種の

化学工業では、その原料鉱石中に含まれる放射性
物質が、製造過程において分離、濃縮される例も
知られている。これらのウラン、トリウム、及び
それらの放射性廃棄物を安全に保管し、適切に処
理・処分することは、一般公衆に対する安全性の
確保や国際的な保障措置、核セキュリティの観点
からも重要なことと考えている。
　また、ウランやトリウムを使用、又は保管して
いる事業者の中には、ウランやトリウムの使用を
開始した後の国際的な規制の強化等によって、法
規制の対象になった場合や、現在は使用を終了
し、単に保管管理のみを継続している場合も含ま
れている。さらには、研究組織や企業体が変化し、
また消滅した場合や事業所の立地変更等のために、
ウランやトリウムを移動又は移管する要請があるにも
かかわらず、移動や移管ができないために、そのまま
の状態で保管を継続している場合もある。それらの
事業者の中には、保管管理自体が負担となっている
場合や従事者の世代交代等による技術や情報の継
承に不安を感じる場合も生じている。
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現時点での使用状況国内のウラン、又は
トリウムの保管量
（推定）

原子炉等規制法に
おける取扱い

用途

多くは、今後は使用する
予定がないが、保管を継
続している。

約２００ｔ程度核燃料物質
（法５２条）

劣化ウランを主たる成分とする
化合物で、主として、昭和４０年
代までに石油化学分野の化学プ
ラントで使用されたものが中心

化学反応用の
触媒

使用されている場合もあ
るが、多くは今後の使用
予定がなく保管のみを継
続している。

約１０００か所程度。
合計では、数１０kg
と推定される。

国際規制物資
（法６１条の３）
同上

酢酸ウラニル等の劣化ウラン化
合物

電子顕微鏡用
の染色剤

ウランやトリウムの試薬類化学試薬

詳細は不明である。詳細は不明である。核燃料物質、核原
料物質、又は国際
規制物資

錘や放射線の遮蔽材その他の材料

現在は使用されておらず、
その原料、製品、及び廃
棄物が保管されている。

詳細は不明である核燃料物質、又は
核原料物質

昭和４０年代まで使用された高屈
折率の光学ガラス

トリウム含有
ガラス

使用が継続されている。
詳細は不明であるが、保
管のみを行っている場合
も含まれているものと推
測される。

詳細は不明である。核燃料物質、又は
核原料物質

タングステン等との合金として、電
極材料等に使用されている。

トリウムを含
む電極材料等

詳細は不明である。詳細は不明である。詳細不明ウランやトリウムを含有する鉱
石の処理に伴う放射性物質

鉱石やその処
理物等

Table 1  The uses of uranium and thorium for non-nuclear-energy use including only for storage



　これらの問題意識に対して、東京工業大学原子
炉工学研究所（以下、「東工大原子炉研」という。）
では、「国内に分散しているウラン、トリウムの集
約・再使用・安全保管に関する検討委員会」（略
称：分散核燃委員会、委員長：有冨正憲所長）を
設置し、民間企業を中心にその実情を調査し、検
討した結果から、国の政策の実効をさらに高める
ための新たな施策の立案を行った。本稿ではその
概要を報告する。

　
２．ウラン、トリウムの使用に伴う放射性廃棄
物の処理、処分に関する国の施策

　
２－１　ウランやトリウムの「使用」に関する法規制
　我が国におけるウランやトリウムの使用に関す
る規制は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の
規制に関する法律（以下、「炉規法」という。）に
より行われている。核燃料物質とは、濃縮、天然、
及び減損の各組成のウラン及びその化合物、トリ
ウム及びその化合物、さらにこれらを含む物質の
うち原子炉において燃料として使用できるものと
されている。（定義政令第１条）　また、核原料物
質とは、核燃料物質の原料となる物質で、ウラン
若しくはトリウム又はその化合物を含む核燃料物
質以外の物質（定義政令第２条）とされている。す
なわち、核原料物質とは、原子炉の燃料として使
用することができないウランやトリウム、及びそ
の化合物を含む物質とされている。
　また、「炉規法」における核燃料物質の「使用」と
は、「製錬」「加工」「原子炉設置」「使用済燃料貯
蔵」「再処理」「廃棄」の各事業以外での使用（炉

規法５２条）であり、Table 2に示したようにウラン
３００�又はトリウム９００�を超える場合には「核燃料
物質の使用の許可」を得ることが必要となる。ま
た、核原料物質の「使用」に関しては、「製錬」の
事業以外での使用では、同様にTable 2に示した
量を超える場合には「核原料物質の使用の届け出」
が必要とされている。これらの許可や届け出を必
要としない量のウランやトリウムを使用する場合
には、輸出国、もしくは経由国が２国間の原子力
協定（米、英、加、豪、仏、中、及び欧州原子力
共同体）に基づく計量管理を要請しているために、
「国規物使用の許可」を得る必要がある。（炉規法
６１条の３）

　以上から、非原子力の用途で使用されているウ
ランやトリウムは炉規法により、「核燃料物質使
用の許可」「核原料物質使用の届出」及び「核燃料
物質、核原料物質の国規物使用の許可」の３種の
規制を受けていることになる。これ以外に上記の
規制から外れているいわゆる「����」（��������
���������	
���
������	��������）が存在すると思
われるが、著者らは一部を除いてその詳細に関す
る情報を入手していない。

２－１　ウランやトリウム、及びそれらを含む放射
性廃棄物の処分に関する施策の状況

　我が国における核燃料物質、及びそれらに由来
する放射性廃棄物の処分に関する政策及びその実
施状況をTable 3に示す。このTable 3に示したよ
うに、実用発電用原子炉、及びその関連施設等か
ら生じた放射性廃棄物の処分（埋設）は、使用済
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主たる対象法的な規制
１、濃縮ウラン
２、３００g以下の天然ウラン、又は劣化ウラン、及びその化合物　
３、９００g以下のトリウム、又はその化合物、及びこれらの混合物

法５２条　
同法施行令３９条

核燃料物質
使用の許可

１、３００g以下の天然ウラン、又は劣化ウラン、及びその化合物等
２、９００g以下のトリウム、又はその化合物等

法５７条の８
同法施行令４４条

核原料物質
使用の届出

国際的に規制※を受ける核燃料物質、及び核原料物質のうち、
１、３００g以下の天然ウラン、又は劣化ウラン、及びその化合物等
２、９００g以下のトリウム、又はその化合物等

法６１条の３
国規物告示

国際規制物資
使用の許可

Table 2  The legal classification of the “Use” of Uranium and Thorium

※国際的に受ける規制とは、米、英、カナダ、豪、仏、中、欧州原子力共同体との２国間協定に基づく規制である。



核燃料の再処理から生じる第１種廃棄物であるガ
ラス固化体、及び超ウラン元素（���）は、地層
処分することとなっており、現在、����（認可
法人原子力発電環境整備機構）が中心となって、
その技術開発及び実施に向けての検討が進められ
ている。また、比較的放射能が低く、かつ半減期
が短い第２種廃棄物は、その特性によって�１，�
２及び�３の３種に分けられている。このうち、
�１レベルの放射性廃棄物は、余裕深度処分によ
る方法が日本原燃（株）により検討されている。ま
た、�２及び�３レベルの放射性廃棄物は、日本
原燃（株）による最終処分が実施されている。
　これに対して、発電事業以外の「核燃料物質の
使用」から生じた放射性廃棄物の処分に関しては、
「��・研究所等廃棄物処理処分の基本的考え方に
ついて」（平成１０年５月２８日、原子力委員会　原子
力バックエンド対策専門委員会）において、独立
行政法人原子力研究開発機構（以下、「原子力機
構」という。）において、原子力機構、及び大学、民
間企業等における試験研究炉や核燃料の使用によ
り発生した放射性廃棄物の処分を現世代の責務と
し、後世代に負担を残さないように処理処分を行

うという方針が示された。
　ウランの「製錬、転換、濃縮、再転換、成型加
工」等の各施設から生じる放射性廃棄物（ウラン
廃棄物）、及び原子力機構、大学、民間企業での核
燃料物質（ウラン）の使用により生じる放射性廃
棄物の処理処分に関しては、「ウラン廃棄物処理
処分の基本的考え方」（平成１２年１２月１４日、原子力
委員会　原子力バックエンド対策専門委員会）が
公表され、ウラン廃棄物の処理処分の線量濃度上
限やその進め方等に関する基本的な考え方が示さ
れた。
　その後、原子力機構、及び約２００か所の大学、民
間企業２）が保管している核燃料物質の使用から生
じた放射性廃棄物に関して、平成２０年６月の「原
子力機構法」の改正により、原子力機構を含め、
全国各地の研究機関、大学、民間企業、医療機関
等で発生する多種多様な低レベル放射性廃棄物
（以下「研究施設等廃棄物」という。）の埋設処分
の実施主体に原子力機構が位置付けられ、埋設処
分の実施に向けての検討が進められている。さら
に、原子力機構による埋設処分事業の進め方に関
しては、原子力機構法第１８条に基づき、文部科学
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Table 3  Summary of the final disposal on burial method of radioactive wastes in Japan

処分の計画、及び実施状況処分方法廃棄物の種類発生源
NUMO※１が実施主体とな
り、最終処分（地層処分）を
検討中である。

地層処分第一種廃棄物

実用発電用
原子炉、及
びその関連
施設等

上記と同様に地層処分す
る予定である。地層処分超ウラン元素等の超

半減期種

第二種廃棄物

日本原燃（株）にて、試験中
である。余裕深度処分放射能レベルが比較

的高いもの（L１相当）
日本原燃（株）が実施中で
ある。ピット処分放射能レベルが比較

的低いもの（L２相当）
日本原燃（株）が実施中で
ある。トレンチ処分放射能レベルが極め

て低いもの（L３相当）
「原子力利用の進捗を踏ま
えつつ、その取扱いの検討
を進めること」となっている。

余裕深度処分余裕深度処分での対応が必要なもの 

上記以外 JAEA※２による廃棄事業の
計画が進行中である。ピット処分ピット処分で対応できるもの

JAEAによる廃棄事業の計
画が進行中である。トレンチ処分トレンチ処分で対応できるもの

※１　NUMO ：認可法人原子力発電環境整備機構
※２　JAEA ：独立行政法人原子力研究開発機構



大臣、及び経済産業大臣による「研究所等廃棄物
の埋設処分業務の実施に関する基本方針につい
て」（平成２１年１月、文部科学省研究開発局）が公
表されており、原子力機構による埋設事業の実施
に向けた検討が進められている。この基本方針の
中では、この埋設事業を行なうために、大学や民
間企業が保管している放射性廃棄物の集荷、保管
及び廃棄体化への処理の方策も併せて言及されて
いる。しかし、この基本方針では、当面の最初の
事業としての処分事業（第一期事業）は、いわゆ
る浅地中処分、すなわちピット処分、及びトレン
チ処分による埋設処分のみを対象とするとされて
いる。ウランやトリウム、及びそれらの化合物が
該当すると考えられる放射能レベルが比較的高い
�１相当の埋設処分を行うための余裕深度処分
は、「今後の原子力利用の進捗等を踏まえつつ、そ
の取扱いについて検討を進める」とされており、
その実施は将来の課題となっている。
　また、この原子力機構による埋設処分は、核燃
料物質及びそれらを含む放射性廃棄物を対象とし
ていることから、日本の各所に分散して保管され
ている国際規制物資、及びその使用に伴って生じ
る放射性廃棄物や核原料物質、およびその使用に
伴って生じた放射性廃棄物はその埋設処分の対象
とはならないという問題があると考えられる。

　
３．民間企業、大学等におけるウランやトリウ
ム、及びその廃棄物の使用、保管に関する
現状とその課題

　
　本「分散核燃委員会」では、国内のウランやト
リウムの使用の状況について、広く一般に情報提
供の要請３）を行うとともに、ウランやトリウムを
使用又は保管していると想定される各種の業界団
体、関連する学会及び個別の各社に呼びかけるこ
とで、化学産業を中心とする各社より、その保管
状況並びに要望事項等の提供を受けた。その結果
に本「分散核燃委員会」が調査、及び推定した国
内全体の状況も加えてTable 1に示した。
　このTable 1に示したように、非原子力の用途
の事業者から下記の情報が寄せられた。
１）工業的に使用した化学反応用のウラン触媒
（劣化ウラン）を使用終了後に保管している。

（炉規法第５２条の核燃料物質の使用許可に該当）
２）電子顕微鏡観察用の染色剤に用いる酢酸ウラ
ニルやウランやトリウムの各種の試薬を今後の
使用予定はないが、保管している。（炉規法第６１
条の３の該当する国際規制物資の使用に該当）

３）放射線遮蔽体や錘として使用していたウラン
を今後の使用予定はないが、保管している。
（上記の許可に該当する）
４）核原料物質として取り扱っているトリウムを
含有する光学ガラスや電極の原料、製品並びに
それらを含む放射性廃棄物を保管している。
（炉規法第５７条の８の届出に該当）
５）ある種の化学物質の製造時にその原料となる
鉱石から分離・濃縮された放射性物質を含む放
射性廃棄物を保管している。（炉規法の規制で
はなく、所管省庁の指導により対応している。）

　さらに、原子力関連の研究に使用した約２トン
のウランスクラップ、及びそれらを含む放射性廃
棄物を保管している等の情報が寄せられた。
　これらの民間企業の多くは、今後の使用予定の
ないウランやトリウム、及びそれらの放射性廃棄
物等を保管しており、適切な譲渡先がないため
に、その保管管理に伴う人的、経済的な負担があ
り、さらに、ある種の化学製造プラントでは、そ
の国内立地を継続することへの障害となりかねな
い場合や世代交代等により将来の管理の継続に対
する不安があるとの状況が寄せられている。ま
た、これらの処理・処分に要する費用を出来るだ
け安価に抑えることも要望されている。

　
４．これらの課題を解決するための新たな政策
の提言

　
　前記の課題への対応方法を本「分散核燃委員会」
において検討した結果、下記の政策を提言する。
本提言と炉規法における規制の関係をTable 4に、
また本提言を含む処理・処分のスキームをFig.1に
示す。
提言１）国際規制物資に該当する少量のウラン、
トリウムのうち、事業者自身に使用予定がなく
保管のみを継続している場合等で、その事業者
が移管を希望している場合でも、最終処分の具
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Table 4  Summary the political proposal in this paper

本政策提言の趣旨 

放射能レベルの低い放
射性廃棄物

ウラン、トリウム及びそ
の化合物、並びにそれら
を高濃度で含む物質

計量管理 炉規法の基準

下記の提言（３）に含む

保管しているのは少数の
事業者で、かつ国規物に
比べて大量であるため、
「個別対応」とする。

あり 

U３００ｇ超
又は
Th９００ｇ超
等の使用

使用許可
（法５２条）

核燃料
物質 

提言（２）
JAEAによる廃棄事業の
処分対象とすること。
（法令改正）
提言（３）
そのU，Thの処分基準
を早期に定めること。
（施策促進の要望）

提言（１）
国等に移管できること。
（新しい施策）　

あり 

上記に達し
ない国規物
のU，Thの使
用

国規物使用
許可（法６１
条の３）

提言（２）に含む
JAEAによる廃棄事業の
対象とすること（法令改
正）

保管しているのは、少数
の事業者で、かつ国規物
に比べて大量であるため、
「個別対応」とする。 

あり 

３７０Bq/g超
又は
U３００g超
かつ
Th９００g超
の使用

使用の届出
（法５７条 の
８、３項）核原料

物質 

提言（２）と同様提言（１）と同様あり 
上記に達しな
い国規物の
U，Thの使用

国規物使用
許可（法６１
条の３）

［放射性廃棄物の由来、種類］ ［中間の集約、処理等］ ［最終処分、又は再使用］

核燃料物質に
相当するウラ
ン、トリウム
の使用者

U,Thの現物、
及びその化合
物等

余裕深度処分（著
者の想定）

「今後の検討」と
されている

汚染されたも
の

物流・集約・廃棄体化事業
（RANDECにて検討中）

埋設処分
（ピット、トレン
チによる処分）

JAEAによりる廃棄
事業

国際規制物質
許可に相当す
るウラン、ト
リウムの使用
者
（核燃料物質、
及び核原料物
質）

U,Thの現物、
その化合物、

「公的機関により、一時保
管を実施する」という新た
な政策を提言する

再使用

汚染されたも
の

：具体化が進行中の処理、処分ルート

核原料物質に
相当するウラ
ン、トリウム
の使用者

U,Thの現物、
及びその化合
物等

：新たに提案する一時保管機関、および放射性廃
棄物の処分ルート

：さらに今後の検討が必要な事項

汚染されたも
の

Fig.1   The proposed scheme for the collection of U and Th, and the final disposal of the contaminated 
material with them stored in many places in Japan



体的な方法がないことから、それらを受け入れ
ることができる事業者は事実上存在していな
い。そのため、これらの少量のウランやトリウ
ムに関して、
（１）希望する事業者への再譲渡、又は余裕深度
処分による最終処分を行うまでの間、これら
を集約して、安全に一時保管するための公的
な機関の設立、又は、既存の公的な機関にそ
の任を負わせることで、希望する事業者から
移管を受けること。

（２）この一時保管のために安定な化合物への転
換し、精製する方法、及びその保管方法等に
関して必要な技術の開発を大学、又は公的な
研究機関に実施させること。

の新たな施策を立案し、実践すること。
提言２）「国際規制物資」（核燃料物質、及び核原
料物質）、及び核原料物質、及びそれらに汚染さ
れたもの（「放射性廃棄物」）の処理・処分を
「研究施設等廃棄物」と同様に取り扱うことによ
り原子力機構による埋設処分事業の対象とする
ことの法令改正を行うこと。
提言３）原子力機構により検討が進められている
埋設処分事業を速やかに実現させるとともに、
その処分を行なうための集荷、保管及び廃棄体
化への処理の事業化への支援を行なうことによ
り、これらの事業の早期の実現を図ること。
　　併せて、これらの処理・処分におけるウラン
やトリウムの線量濃度や不純物組成の基準を早
期に明確化すること。

５．まとめ

　原子力産業の健全な発展にとって、廃棄物問題
を後世代に先送りせず、現世代で解決することは
重要なテーマであるが、政府の方針も明確にな
り、徐々に進んできている。しかし、本稿で述べ
た「非原子力」の用途におけるウランやトリウム、
及びその放射性廃棄物の課題は、非原子力業界か
らの情報提供も少なく、また原子力業界からの関
心も低いものであったと思う。また、一つ一つの
事業所における保管量は少量であるが、その事業
所の数が多く、また原子力業界、原子力行政から

の情報が届きにくいという特徴もある。
　本稿では、日本各地に少量ずつ分散し存在する
国際規制物資、及び核原料物質の使用から生じる
放射性廃棄物に対する政策提言を中心に述べたが、
１）核燃料物質、又は核原料物質の使用者の中
には、国際規制物資の使用者と同様にウラ
ン、トリウム及びその化合物を公的な機関に
移管することを希望している場合があること。
２）ウラン、トリウム及びその他の放射性物質
の取り扱いに関して、現時点では状況の分析
ができていない課題をもつ業種があり、今
後、その課題を明らかにすることで、必要な
対応方法の検討を行うこと

等の課題があり、今後も継続して検討することと
したい。

６．「分散核燃委員会」について

　本稿は、下記の東京工業大原子炉工学研究所内
「分散核燃委員会」での検討状況を著者がまとめた
ものである。
名　称：「国内に分散しているウラン、トリウム
の集約・再使用・安全保管に関する検討委員会」
（略称：分散核燃委員会）
委員長：原子炉工学研究所　有冨正憲所長
委　員：（財）原子力研究バックエンド推進セン
ター　森久起専務理事、（株）�����　常磐井守
泰社長、（財）核物質管理センター　小林功部長、
原子炉工学研究所　池田泰久教授、竹下健二教
授、鈴木達也准教授、及び川上文明客員教授
設　置：２０１１年２月１７日

以上
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Radioactive Waste Management and Nuclear Facility De com mis sion ing 
Technology Center （RANDEC） has contributed to the establishment of 
decommissioning technology, and pro mot ed the investigation on radwaste 
treatment and disposal business in clud ing site selection of disposal places 
for radwaste from nuclear fuel facilities, research reactors etc..

The capability and service of RANDEC are ;

to implement decommissioning research, development 
and investigation.

to provide technical information on de com mis sion ing.

to train for decommissioning.

to investigate radwaste treatment and disposal busi ness 
in clud ing site selection of disposal place for radwaste 
from nuclear fuel facilities, research reactors etc..

to inform and enlighten the public about de com mis sion-
 ing and radwaste treatment and disposal busi ness.

������は�原子力施設のデコミッショニング
�廃止措置�技術の確立をめざした活動及び研究施設等
廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に関する調査
等を行っています�

事業の内容

デコミッショニングに関する試験研究�調査を行います�

デコミッショニングに関する技術�情報を提供します�

デコミッショニングに関する人材を養成します�

研究施設等廃棄物の処分地の立地等処理処分事業に
関する調査等を行います�

デコミッショニング及び研究施設等廃棄物の処分地の
立地等処理処分事業に関する普及啓発活動をします�



デ
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ニ
ン
グ
技
報�
�

�
�
�
�
�
�
�	
�


	
�
�


	
�

�
�

�
�
�

財
団
法
人�

原
子
力
研
究
バ
ッ
ク
エ
ン
ド
推
進
セ
ン
タ
�

�
�
�	�

�

�

2
0
1
2

 C デコミッショニング技報	第45号

発行日         ：平成24年3月26日

編集・発行者：財団法人 原子力研究バックエンド
                         推進センター

〒319-1107      茨城県那珂郡東海村豊白一丁目3-37
                         Tel.  029-283-3010
                         Fax. 029-287-0022

ホームページ：http://www.randec.or.jp
E-mail          ：decomi@randec.or.jp

Journal of the RANDEC

デコミッショニング技報

ISSN 1343-3881

No. �� 2012

財団法人	原子力研究バックエンド推進センタ�
Radioactive Waste Management and Nuclear Facility

Decommissioning Tech nol o gy Center

巻 頭 言：大切なプロセス　一廃止措置とその安全
技術報告：クリアランスのためのウエットブラスト除染性

能確認試験
                 原子力発電所やその他の関連施設のための新し

いレーザー除染装置の開発
技術概況：デコミッショニングにおける表面汚染密度測定
                 国内に分散している非原子力用途を含むウラ

ン、トリウムの集約、及びその放射性廃棄物処
分に関する政策提言


